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【事務局発言者】 

天田 聡 JICA 企画部業務企画第二課課長 

渡辺 泰介 JICA 審査部次長 

杉本 聡 JICA 審査部環境社会配慮審査第一課課長 

上條 哲也 JICA 審査部環境社会配慮審査第二課課長 

 

【事務局以外の JICA 発言者】 

岡崎 克彦 JICA 審査部部長 

 

 

午後１時０５分 開会 

 

開   会 

 

○原科座長 定刻を若干過ぎておりますので開始いたします。第２３回の委員会でござい

ます。 

 前回、第２２回は２月２３日に行いました。したがいまして２カ月ほどたっております

が、この間にガイドラインの案を手直ししていただきまして、何度か打ち合わせをして、

前回の議論に基づいた方向に直していただいております。ということで、新しい資料を用

意していただきました。お手元にございますように、新ガイドラインの目次案とガイドラ

インの素案、かなり分厚くなっておりますが、この資料がございます。それから、中間報

告との対応がわかるように、中間報告のポイントと素案の関係も示していただきました。

中間報告そのものもつけていただいております。この中間報告を毎回用意するのは大変で

すので、プリントしたものがお手元にございますが、今後は毎回これを御持参いただくと

ありがたいと思います。 

 本日の御出席は、皆さんからお返事をいただいておりますけれども、環境省の小林香委

員に関しましては代理で環境協力室の室長補佐の中川さんにお願いしております。あと若

干名、後にまた出席されると思いますが、続けてまいります。 

 では、最初にこの間の経緯の御説明と資料の御紹介をお願いいたします。 
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議   題 

（１）新ガイドライン素案について 

 

○事務局（上條） ２月にこの場で一度議論させていただいた後に、基本的に現行のＪＩ

ＣＡのガイドラインに沿って修正作業を行うという方向性をいただきまして、その後、お

手元にありますけれども、目次案の原科先生の案というものを２月２５日にいただきまし

て、それに基づいて作業を行いました。今、皆様のお手元にあるのが４月１３日版という

ものでして、これは今週の月曜日に皆様にメールしたものと同じですけれども、下線のと

ころで、ちょっと抜けていたところを足したり、対比がわかるようにスペースを入れたり

とか、そこだけ手を入れています。 

 では、まず１の部分だけ説明させていただきます。 

○原科座長 その前に、一言だけ私が申し上げます。 

 私がお送りした目次案に対応して作業をしていただきました。２３－１－２の資料をご

らんいただきたいと思います。１枚物です。ごらんのように「序」と「基本的事項」は同

じ項目です。Ⅱ「環境社会配慮のプロセス」も同じでございます。Ⅲ「環境社会配慮の手

続き」が一見しますと違っておりますけれども、これはその後の打ち合わせで検討して協

議した結果、私のもとの目次を変えさせていただきまして、協力準備調査というものはま

とめて書いた方がわかりやすいのではないかということで議論いたしました。ということ

で、協力準備調査を最初にまとめております。その次の融資段階以降ですが、それはスキ

ーム別に分けるということで、３．２が「償資金協力」、３．３が「無償資金協力」、３．

４が「外務省が自ら行う無償資金協力についてＪＩＣＡが行う事前の調査」、３．５が

「開発計画調査型技術協力」、３．６が「技術協力プロジェクト」ということで、形はち

ょっと違っておりますけれども、趣旨としてはもとの目次案に沿っていただいております。

別紙は若干左右で違っておりますけれども、これはある程度まとめるようなことで、中身

の趣旨としては大体対応しているということでございます。 

 それでは、まず最初の「序」と「基本的事項」の部分を御紹介ください。 

○事務局（上條） それでは、この素案に従ってポイントを御説明させていただきます。 

 まず１ページ目の「序」ですけれども、一番左側が素案で、真ん中の左側がＪＩＣＡの

現行のガイドライン、真ん中の右側がＪＢＩＣの現行のガイドラインで、備考に注意書き

が書いてあります。一番左側の素案ですけれども、最初から４つ目のパラ、「ＯＤＡの実
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施にあたっては」というところまでのセンテンスは現在のＪＩＣＡのガイドラインの表現

をそのまま用いています。それ以降は、経緯を記載するということで修正しております。

スペースがちょっとありまして、「ＪＩＣＡは、業務方法書」というところからはまた現

行のガイドラインの表現を踏襲していまして、一部下線の部分は修正してあります。２ペ

ージ目をめくっていただきまして、「序」の一番下の部分、「５年以内に運用面の見直し

を行い」というところですが、そこは修正してあります。 

 次にⅠ「基本的事項」ですけれども、１．１「理念」は基本的には表現を踏襲していま

して、唯一違うのは下線の部分です。真ん中の部分を見ていただきたいのですけれども、

５行目の「のうち技術協力」というところだけ、新ＪＩＣＡで技術協力のみではなくなり

ましたので、削除しています。 

 １．２「目的」ですけれども、ここは現行のＪＩＣＡの記載ぶりと現行のＪＢＩＣのガ

イドラインの記載ぶり、ＪＢＩＣのところは下線を引いていますけれども、「これによ

り」と書いてあるところですが、そこの部分を２つ組み合わせることで１つの目的として

書けるのではないかと判断いたしまして、そのように２つのガイドラインの目的をくっつ

けた表現にしてあります。 

 １．３「定義」ですけれども、ここは文章をつくりまして、新たに使う言葉を加え、修

正が必要なところは修正し、新しいＪＩＣＡになって使わなくなった言葉は消しました。

上から説明いたしますと、１の「環境社会配慮」は変更はございません。２は、「相手国

等」という言葉遣いを今回していますので、その部分を加えました。３の「協力事業」で

すが、新ＪＩＣＡになりましてここが異なりますので、その部分を修正いたしました。４

「プロジェクト」、５「環境社会配慮調査」、６「環境影響評価」、７「戦略的環境アセ

スメント」、８「環境社会配慮の支援」は変更はございません。９の「環境社会配慮の確

認」ですけれども、現行ガイドラインの表現がちょっと長いものですから、包括的に記載

したということです。１０は「スクリーニング」ですが、４段階になりましたので、その

部分を修正してあります。１１「スコーピング」、１２「現地ステークホルダー」、ペー

ジをめくっていただきまして、１３「審査諮問機関」は変更ございません。あと、真ん中

のところをもう一度見ていただきたいのですが、現行ガイドラインで使っていました「国

際約束」とか「フォローアップ」という言葉遣いは外しました。１４の「Terms of 

Reference(TOR)」はそのまま使っています。あと、真ん中のところの「Scope of 

Work(S/W) 」 で す と か 「 Record of Discussion 」 は 削 除 い た し ま し た 。 １ ５
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「Environmental Impact Assessment (EIA)レベル」、１６「Initial Environmental 

Examination(IEE)レベル」という言葉はそのまま使っています。１７に「合意文書」と

いう言葉遣いをしていますので、その定義を加えました。また、１８として「協力準備調

査」という言葉も出てきますので、その定義を書きました。一方、真ん中のところですけ

れども、２０の「連携 Detailed Design Study（Ｄ/Ｄ）」ですとか、２１の「基本設計

調査」という言葉遣いはなくなりましたので、定義から外しました。 

 １．４「環境社会配慮の基本方針」ですけれども、ここも基本的には現行のＪＩＣＡの

ガイドラインの表現を踏襲しています。ただ、一部、備考に書いてあるような点を踏まえ

て修正を加えています。まず１行目に下線部分を加えています。その後も同じ文章を使う

のですけれども、５行目も言葉を修正しています。５ページ目ですけれども、重要事項１、

重要事項２は変更ございません。あと、また真ん中を見ていただきたいのですけれども、

重要事項３というのが以前フォローアップを行うというものが今のものにあるのですけれ

ども、今回新ＪＩＣＡになりまして、「フォローアップ」という言葉遣いはまだあるので

すけれども、ＪＩＣＡの事業全体にかかわることではありませんで、開発計画調査型技術

協力のみに該当する言葉ですので、重要事項からは外しました。その後の説明責任ですと

かステークホルダーの参加、情報公開、実施体制を強化の部分は同じ表現です。あと、重

要事項７に、これは今まで議論していただいた点ですけれども、迅速性の配慮という御指

摘も多く受けましたので、その部分を加えています。 

 １．５「ＪＩＣＡの責務」ですけれども、ここも原則的には現行のＪＩＣＡのガイドラ

インの表現を踏襲しています。パラの１番目は全くそのとおりです。２番目のパラは下線

部分を加えています。ただ、この変更は新ＪＩＣＡの業務を想定した上での修正です。３

パラ目も言葉を変えています。４パラ目も一部修正しています。また真ん中のところで、

パラ５に「協力事業の終了後、フォローアップを行う」というのがありまして、これは先

ほどの説明とも同じなのですけれども、ＪＩＣＡ全体の事項ではなくなりましたので、フ

ォローアップというところは外しています。パラ５は以前の６パラ目を踏襲しています。

以下は、一番左のパラ６～９は現行のガイドラインのパラ７～１０をそのまま踏襲してい

ます。 

 １．６「相手国等に求める要件」ですが、真ん中のパラ２の「要請案件の採択の可否の

検討」というところを外しまして、あとは同じ表現としております。 

 １．７「対象とする協力事業」ですが、ここは現在のＪＩＣＡの業務、５つあるわけで
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すけれども、その部分を記載してあります。真ん中のところで「また、以上のスキーム以

外の調査」というセンテンスがあるのですが、もうこのような調査はないと理解しており

まして、その部分は削除してあります。 

 ７ページ、１．８「緊急時の措置」は現行のガイドラインの表現をそのまま使っている

部分が多いのですが、最後に「報告する」にしております。以前は、済みません、下線が

また抜けてしまったのですが、「諮問する」だったのですが、そこを「報告する」にして

おります。あと、現行のガイドラインにある「また」以下の表現は、審査諮問機関の該当

する箇所で情報公開をうたっていますので、ここからは外しております。 

 １．９「普及」ですけれども、ここは下線の部分です。「相手国等」という定義をしま

したので、その部分を修正してあります。 

 １．１０「審査諮問機関」ですけれども、現行では１．１０というものはないのですが、

原科先生からいただいた目次に１．１０として入れていただいたものですから、現行のガ

イドラインで言うと２．４に「審査諮問機関への諮問」というセンテンスがあるところが

ありまして、そのパラ１がここに書いてあるものなのですが、それをそのまま使う表現に

しております。 

 以上です。 

○原科座長 どうもありがとうございました。ここで一区切り入れましょう。 

 基本的事項について御説明いただきましたので、これについて、御質問、内容がよくわ

からない、確認したいということがございましたら、お願いいたします。 

○清水委員 まず、素案の作成をありがとうございました。 

 質問等する前に確認させていただきたいのですが、きょうの話の進め方としては、私た

ちとして今回この素案を読んで、今ここで論点を議論するというよりは、むしろクラリフ

ィケーションというレベルの質疑でよろしいのでしょうか。 

○原科座長 最初にもう一回それを確認しておけばよかったのですが、あらかじめ御連絡

したメールには書いておきましたが、今おっしゃったとおり、クラリフィケーションとい

うことで、まず中身を確認していただくことにいたします。それから、後半の１時間ぐら

いで今後の進め方について議論をしたいと思います。まず２時間はそういう内容の確認で

参りたいと思います。 

 そういうことでよろしいですか。その上で何かございますか。 

○満田委員 早速ですが、２ページ目の「序」の一番最後の下線が引いてある部分で、
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「５年以内に運用面の見直しを行い、１０年以内にレビュー結果に基づいた包括な検討を

行い必要に応じて改定を行う」という部分です。この「５年以内に運用面の見直し」とい

うのは、例えばガイドラインに基づく運用改善みたいなものを指しているのか、それとも

ガイドライン自体の改定を指しているのか、どちらでしょうか。 

○事務局（上條） これは、私の記憶では満田さんが会議の場でもおっしゃっていたと思

うのですけれども、５年以内の運用面の見直しという趣旨は、新ＪＩＣＡになって、２つ

あるガイドラインをくっつける作業を今しているわけですけれども、それを運用してみて

不都合がもし出てくれば、そこは見直したいという趣旨です。ですから、大規模な改定で

はないというイメージです。 

○原科座長 よろしいですか。 

○清水委員 今の上條さんのお答えにさらに質問ですけれども、ということは、運用面で

見直しを行った結果ガイドラインを改定するということもあり得るでしょうし、あるいは

ガイドラインを改定せず運用面の見直しを行うということもあると思うのですけれども、

これは運用面のレビューを行い、運用面の改定を行うという意味でしょうか。できれば、

運用面の見直しを行って、運用面のみならず、ガイドラインの改定が必要であれば、それ

はするべきなのではないかという趣旨です。 

○事務局（上條） もちろん、必要が起きてガイドラインのセンテンスも全部変えなけれ

ばいけないとかいうことがその時点で判明すれば、それはそういう改定作業にまで波及す

ることはあると思いますし、特にガイドラインをいじらなくても済む程度のこともあるか

もしれないと思っています。 

○清水委員 ということは、この文章で言うと、「５年以内に運用面の見直しを行い、１

０年以内にレビュー結果に基づいた包括的な検討を行い」の後の「必要に応じて改定を行

う」という文章は、「５年以内に見直しを行い」というところと「１０年以内にレビュー

結果に基づいた包括的な検討を行い」の２つが係っているという理解でよろしいでしょう

か。 

○原科座長 どうですか。２番目の「行い」の後にもコンマを入れておけばいいのかな。

そうすると両方係ると思うのですけれども。 

○事務局（上條） はい。 

○原科座長 ただ、前半の方では運用面の見直しを行うので、余り大きな直しは入らない

と思いますけれども。 
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○清水委員 いずれにしても、「必要に応じて」と書いてありますので。 

○原科座長 レビューをしっかりやるなら１０年ぐらいたたないとできないということで

すので、そのときには大幅な改定がある得ると。 

○高梨委員 そういう面では、恐らく私どもも実際協力準備調査なんかをやってみないと

いけない、試行的な部分があるのですけれども、１０年たたないと一切改定しないという

ニュアンスではないということで言われたので、今、先生が言われたように両方にかかる

ような工夫があるといいなと思いました。 

○原科座長 では、表現を、両方に係るというのがわかりやすいように、１つはコンマを

入れればいいぐらいに思ったのですが、もうちょっと丁寧に書いてもいいかなと思います。 

 では、趣旨としてはそういうことで、必要に応じては改定しますけれども、５年目はそ

んなに大幅なことには多分ならないでしょうという感じですね。１０年目はレビューしま

すから、そうするとかなり本格的な改定ということだと思います。 

 よろしいでしょうか。 

○吉田副座長 「序」のところに役割が書いてあって、それから基本理念と流れるのです

けれども、その流れ全体から見ると、「序」の中に「社会配慮」という言葉がほとんど入

ってこないんですよね。環境の線でずっといってしまっていて。一方、古い版のＪＢＩＣ

には、第２番目のパラグラフに具体的に、「自然のみならず、非自発的住民移転や先住民

族」というのが入っているのです。「序」の中に、世界人権宣言と、まさに社会的配慮の

基本理念が入っている。もう１つは、どこかで国連の憲章とか何かをリファーして、民主

主義という基本とする価値のキーワードがあると、すんなり次の理念で、その２つ、環境、

社会配慮とつながるという気がするので、何かもう１つキーワードを。ある意味では、こ

のガイドラインでとりわけ強調している情報公開とか、そういう民主的なプロセスも大事

にしたいというのがあるものですから、そこを何か入れたらどうかなと思います。 

○原科座長 そうですね。先生がおっしゃったとおりで、もとのガイドラインでいくと４

つ目のところ、「日本政府による」云々のパラグラフは背景を説明しておりますが、その

辺の背景説明部分が今回は外れてしまったようなことになりますので、これは先生がおっ

しゃったように、背景はむしろ、これができて数年たちますから、その後の変化も踏まえ

て、より踏み込んだ書き方にした方がいいのではないかと思います。ただ、今の文章をそ

のままは使えないですけれども、基本的にはそういう中身としてのものが残らないとおか

しいかなと思います。そういう意味では、これは今後また議論してまいりましょう。 
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 ほかにございますでしょうか。 

○満田委員 クラリフィケーションだけだという理解なのですが、４ページに飛んでしま

っても大丈夫でしょうか。 

○原科座長 では、先に進む前に２、３ページで特に手が挙がるようでしたら確認したい

と思いますが、よろしいですか。 

 それでは、４ページに進みましょう。 

○満田委員 ４ページの１．３の１８「協力準備調査」というところです。ここに「協力

プログラムの形成」という言葉が出てくるのですが、これは「協力シナリオの形成」でい

いのでしょうかという質問と、以前、協力準備調査の御説明の中で、協力シナリオの形成

と個別案件の形成のためのＦ／Ｓなりその補完的なものプラスプロジェクト形成調査とい

うような分類で御説明されていたような気がするのですが、そのプロジェクト形成調査な

るものはここには含まれなくても大丈夫なのでしょうか。 

○事務局（天田） 御質問の点でございますが、協力準備調査につきまして、昨年の初め

のころから１０月、ＪＩＣＡに新しく統合する前に、いろいろスキームを形づくっていく

ところ、仕掛かりのところでいろいろ御説明していたわけでございますが、そちらの整理

をしていく中で、現在、協力準備調査につきましては、ここに書いてございます協力プロ

グラムというものと個別案件の形成と、大きく分けますと２つ。 

 それで、この「協力プログラム」と、「協力シナリオ」と当時申し上げておりましたと

ころとの関係ですけれども、「協力プログラム」は目標がございます。それから、それに

到達するためのシナリオ、例えば物理的なプロジェクトと技術協力的なキャパシティビル

ディングが組み合わさったようなシナリオですね、こういったものを両者含んだ形で「協

力プログラム」という概念で整理させていただいております。そういたしますと、調査を

実際に行う際には、シナリオの方がまさに個別のプロジェクト等が出てくるところなので

すけれども、それに際して協力の目標を整理して、その上でシナリオを作成するというの

がどちらかというとプログラムのフルの形になってまいりますので、協力準備調査といた

しましては、その両者を含んだものである「協力プログラム」の形成ということで表現さ

せていただくのが１つ目のものとしては正確かなと考えて、こういった定義になってござ

います。 

 それから後者の個別の案件のところでございますけれども、これがプロジェクトの形成

に該当する部分でございまして、有償資金協力、無償資金協力、技術協力それぞれの個別
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の案件でございます。これを形成するのが、「「協力準備調査」とは、協力プログラムの

形成と」の後の「個別案件の発掘・形成及び妥当性・有効性・効率性等の確認を行う調

査」ということになってございます。 

○原科座長 よろしいですか。私はよくないと思います。今の最初の方の御説明で、「協

力プログラム」はシナリオ形成と目標がセットだとおっしゃった。だけど、そういう記述

が後の方の手続の３のところに見当たらないので、「協力シナリオ」という言葉も定義に

使っておかないと対応がわからないのではないかと思うのです。ちょっと先に行きますが、

１３ページの３．１．１で「協力シナリオ形成」というのがございますね。「協力シナリ

オ形成」という言葉があるのですけれども、「プログラム」という言葉がここには書いて

ないでしょう。だから、これはどうなんですか。うまく整理していただかないと。 

○事務局（天田） かしこまりました。申しわけございません。タイミングがちょっとず

れていたかと思いますので、そうしましたら、ここは「協力プログラム」と「協力シナリ

オ」の言葉は整理をさせていただきます。 

○原科座長 そこをわかるようにしてください。 

○事務局（天田） はい。 

○原科座長 では、続けてください。 

○満田委員 「協力シナリオ」と「協力プログラム」については整理していただけるとい

うことでいいと思うのですが、「プロジェクト形成調査」というものが私もはっきりとは

理解できなかったのですが、以前のＪＩＣＡの調査スキームの中にあって、それも協力準

備調査の１つの分類だと御説明いただいたように記憶しているのです。今、後段の手続の

ところを見ますと、有償、無償、技術協力の案件形成に係る調査のことを「プロジェクト

形成調査」と呼んでいるようなのですが、そこら辺、今までの用語になれている人にとっ

てはかなり混乱を生む原因にもなると思いますので、やはりここで解説、定義を書かれた

方がいいのかなと思います。済みません、ちょっと中身にかかってしまいました。 

○事務局（天田） 今の御質問は、従来の１０月以前の「プロジェクト形成調査」と言わ

れていたものと「協力準備調査」ということですね。 

○満田委員 はい。 

○事務局（天田） この場で口頭で御説明させていただきますと、基本的には従来の「プ

ロジェクト形成調査」の中で、今で言うところの「プログラム形成」に当たる部分もござ

いまして、それは協力プログラム、個別の案件により深く入る前の部分というのはそこに
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多少なっている部分もございますし、旧ＪＩＣＡでございますので、技術協力の案件の発

掘・形成を行っていた部分は協力準備調査のプロジェクト形成になっているところです。 

○満田委員 のみ込んでいないのは私だけだったらどうしようと思いながら質問している

のですが、資料の２３－１－２の目次案をごらんいただきたいのですが、「環境社会配慮

の手続き」の３．１．２「プロジェクト形成」…… 

○原科座長 「プロジェクト形成」という言葉は目次に入っていますので、それとの言葉

の関係はさっきと同じようなことで、後で使っている言葉がちゃんと出てこないと関係が

わからなくなってしまうので。「プロジェクト形成」という言葉を目次で使っております

ので、それも定義のところにうまく表現していただくといいと思います。 

○満田委員 今の天田さんの御説明の「プロジェクト形成調査」というのは、ここの「プ

ロジェクト形成」を指しているのでしょうか、それとも違うものを指しているのでしょう

か。 

○事務局（天田） １０月以前に「プロジェクト形成調査」と呼んでおりましたものの中

で、技術協力プロジェクトの、ここで言うところの「プロジェクト形成」になっているも

のもございます。協力準備調査の中に一部そういったものが入っているということで。あ

とは、座長に御指摘いただきましたように、何らかの形で紙に整理させていただきます。 

○原科座長 ですから、これは順番に参りますけれども、後でまたフィードバックして整

合性を直していくことにしましょう。きょうの段階で気がついたものは今直していただく

ことにします。その辺の定義のことは、きょうの議論を踏まえて、早速次回には直したも

のを出していただければよろしいと思いますけれども、そんなことでよろしいですか。 

○高梨委員 そういう意味で補足なのですけれども、我々の業界でもここは全くわからな

いので、恐らくＪＩＣＡさんのスタッフの方もしっかり説明できる人は少ないのではない

かと思うのですけれども。そういう面で、やはり現行スキームとの関連ですね。今ちょっ

と出ましたフィージビリティスタディなりマスタープラン等、そういうものがここに含ま

れるというような工夫をしていただきたいのと、目次欄のところに出ているのですけれど

も、３．５の「開発計画調査型技術協力」の方ではマスタープランとフィージビリティと

いうのが出てきているのですが、私どもの理解では、プロジェクト形成の中でも同じよう

なことが当然あるだろうと思うのです。そういうもので現行のスキームとの関連も少し敷

衍していただくとありがたいのと、定義として「補完型調査」とか「詳細設計調査」とい

うことについても若干補足を入れていただけると、恐らく用語の説明としてわかるのでは
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ないかと思いますので、ひとつお願いしておきたいと思います。 

○原科座長 定義の説明をもうちょっとふやしてもらいたい、項目を挙げるということで

すね。「補完型調査」と、もう１つは何でしたか。 

○高梨委員 「詳細設計調査」。 

○原科座長 この２つを追加してもらいたいと。この件はいかがでしょうか。―今の件

に関してですか。では、どうぞ。 

○一般参加者（片山） 「環境レビュー」というのも追加していただきたいと思います。 

○原科座長 では、今の３つを説明できたら定義の案をつくっていただいてよろしいです

か。「補完型調査」と「詳細設計調査」と「環境レビュー」の３つについて定義を追加願

えますでしょうか。並べる順番は、流れを見て…… 

○事務局（天田） 検討させていただきます。 

○原科座長 必ずしも最後でなくても、順番は途中に割り込んでもいいですけれども。 

 いいですか。―それでは、今の件はよろしいと。 

 清水委員、どうぞ。 

○清水委員 済みません、先ほどみずからクラリフィケーションと言ったのに、いつもの

くせで主張してしまい失礼しました。 

 今度こそクラリフィケーションなのですけれども、今の定義のところで、現行ＪＩＣＡ

のガイドラインで Scope of Work、Record of Discussion と今まで呼んでいた部分がなく

なっている背景、理由について教えてください。というのも、後をずっと読み進めていき

ますと、今まで Scope of Work と呼ばれていた部分については、何か文章で「具体的な作

業分担、連携、調整等の方法をまとめる」となっていて、私たちが今までの Scope of 

Work を指すときに、一々「具体的な作業分担、連携、調査等の方法をまとめたものにつ

いて」と関係者が呼ばなくてはいけないことになるわけです。なので、実際にはＪＩＣＡ

の中で Scope of Work という言葉を使うのだけれどもここでは省いているのか等を含めて

御説明いただければと思います。 

○原科座長 この用語を使わなくなったということですけれども、それは実際にそういう

ものがなくなったのか、あるいは対応するものはあるのだけれども呼ばなくなったのか、

そういうことだと思います。どんな背景でしょうか。 

○事務局（天田） こちらの Scope of Work は開発調査の範囲、内容、スケジュール云々

を記載するもの、Ｒ／Ｄ、Record of Discussion は技術協力プロジェクトの目的云々かん
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ぬんを相手国と定める文書のことを言うということでございまして、開発調査につきまし

ては、資金協力、技術協力プロジェクトの協力準備調査を除きますと、開発計画調査型技

術協力になってございます。その開発計画調査型技術協力と、技術協力プロジェクトの、

定義で言いますと１７番になりますけれども、「合意文書」、こちらの名称につきまして

は現在検討中のところがございまして、できるだけ早く名称は定めてまいりたいと思って

おります。もしかしたら Scope of Work という言い方を開発計画調査型技術協力について

使わせていただくことがあるかもしれませんけれども、現時点におきましては、これがあ

るのだけれどもここで落としたというよりは、合意文書としての名称のところを検討中と

いうステータスでございます。 

○原科座長 よろしいですか。 

 ほかにございますでしょうか。 

○高梨委員 もう１点、いわゆるフォローアップというのが今回全く定義に出てこないの

ですけれども、これは旧ＪＩＣＡさんの場合には、技術協力等の事業が終わった後、円借

款に行ったり、あるいは他の機関からのファイナンスに対してのフォローアップというこ

とで使っていたと思います。一体化になった場合もフォローアップが必要なような気がす

るのですけれども、それを今回モニタリングという形でまとめたのかどうか。そういう意

味では「モニタリング」と「フォローアップ」というのを定義の中に入れていただければ

と思っていますけれども、ひとつお願いです。 

○事務局（上條） 「フォローアップ」という言葉遣いですが、高梨さんから今御説明が

あったように、以前のＪＩＣＡではプロジェクトサイクルで言う準備段階で F／S をつく

っていたわけで、その後の実施段階はかかわっていなかったということですね。それで、

準備段階で F／S レポートだけつくってそれでいいのかという議論があって、「フォロー

アップ」という言葉遣いをしたという記憶があります。それが、今回はＪＩＣＡみずから

が実施の部分も担当することになったことによって、以前使っていた「フォローアップ」

という概念は基本的に必要なくなりました。ただし、開発計画調査型技術協力は依然とし

て準備段階だけ行うものでして、それが相手国政府に渡った後どうなるのかというところ

は「フォローアップ」という概念が残るだろうという理解をしていまして、そうなると

「フォローアップ」はＪＩＣＡの事業全体にかかわることではなくなってくる。もちろん

有償であればＦ／Ｓができて、アプレイザル段階が終われば次はモニタリングということ

になっていくわけで、そこはそういう言葉遣いでＪＩＣＡはずっとかかわっていくわけで
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すけれども、それは「フォローアップ」という言葉遣いとは違うだろうという整理をして

いるのです。 

○高梨委員 ただ、本体事業、例えば円借款で完成した後のいわゆるフォローアップとい

うのがありますよね。日本として、要するにＪＩＣＡさんとして。今までは、ほかの機関

が融資する場合があり、その場合はＦ／Ｓをやった案件をフォローアップすると言ってき

た。今度は、事業が一貫して流れて最後の建設まで実施する、終わった案件のその後のこ

とを、一般論として我々は「フォローアップ」という言葉を使っているのです。旧ＪＩＣ

Ａの用語ではなくてですね。その部分というのは全くない形になるのですかね。 

○原科座長 一般に使われる「フォローアップ」というのはちょっと広い概念だと思うの

です。現行のガイドラインでは今御説明になったように限定的なので、それをあえて説明

しているわけですね。高梨委員がおっしゃったように一般的にはもっと広い概念で、モニ

タリングはフォローアップの一部の作業ということですので、「フォローアップ」という

言葉を限定的に使うのだったら、私、今伺っていて、逆に１４は残しておいた方がいいよ

うな感じもしました。今おっしゃったように、「フォローアップ」と言うと、一般的に使

っている概念と、ガイドラインに書いてあるものを混同してしまいます。ここの「フォロ

ーアップ」は今までどおりの非常に限定的な意味だと、つまり開発調査相当のものの後の

ものということで限定しているのだということがわかるように、１４は残した方がいいの

ではないですか。残していないと、「フォローアップ」はいろいろな意味に使われますよ

ね。今、高梨委員がおっしゃったような感じを持つ人が多いと思います。 

 もう１つおっしゃった、ではその後のフォローアップに関してどうするかというのはま

た別な問題なので、それに対しては何か御回答はございますでしょうか。物ができて、そ

の後はほうっておいていいのか、あるいはフォローアップをちゃんとやるのか。ＪＩＣＡ

としてのアクティビティですけれども。 

○事務局（天田） 高梨委員からございました一般的なフォローアップというところ、こ

れは私どもの方でも別に定義があるわけではなくて、一般的に、実施した後の何かを「フ

ォローアップ」と呼んでおります。この環境ガイドラインを今まで検討してきた中で、特

にここで定義づける必要があるような形ではなかったので、そちらについては触れており

ませんでしたけれども、今おっしゃられたようにこの１４をどうするのかというところに

なるのですかね。 

○高梨委員 天田さんもＪＢＩＣにおられたので、現行でもいわゆるＳＡＰＳというＳＡ
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Ｆの一環で、要するに円借款が終わった後もいろいろと問題が起きたり、あるいはもう少

し促進した方がいいということで、そういう面ではしっかりフォローアップするようなフ

ァシリティは現在あると思うのです。新ＪＩＣＡになられてＳＡＦがどうなるかというの

は我々もいまだによくわからないところですけれども、一応事業的にも、その後の我々の

言うフォローアップ的なものも制度としてはあるような気がしたものですから、そういう

面でちょっと御検討いただけたらと思います。 

○原科座長 だから、２つの種類があるということであれば１４は残した方がいいように

思います。ここではこのように限定的に使っている、高梨委員がおっしゃったことはもっ

と広い意味だと、わかるようにしておかないと。一般的な意味のフォローアップと誤解さ

れてしまうとかえってまずいでしょう。それは御検討いただけますでしょうか。 

○事務局（杉本） その点は検討させていただきます。 

○原科座長 では、今の件はよろしいでしょうか。 

 では、ほかにまいります。 

○満田委員 ５ページに飛んでしまっても大丈夫でしょうか。１．５の「 JＩＣＡの責

務」の２です。「協力事業を開始する際に、環境・社会影響の程度に応じてカテゴリ分類

を行う」。現行のＪＩＣＡは、「協力事業の要請がなされた際に」。恐らく協力準備調査

などを念頭に置かれて要請がない場合もあると思われたので「要請」という言葉をあえて

外されたのかなと思っていますが、「協力事業を開始する際に」の「開始」という意味合

いが、通常は、例えば「着工」と読んでしまう人がいるかもしれないのですが、ここら辺

は何か明確な意図があって書かれているのでしょうか。 

○事務局（上條） ここの表現は、満田さん御指摘のとおり、以前のＪＩＣＡはまず要請

がなければいけなかったのでこういう表現にしていたのですけれども、要請がなくても協

力事業を始められるようになりましたので、そのことを想定してどういう表現にしようか

なと。要請がなくて始まるものもあれば、要請があって始まるものもあるわけです。それ

を両方とも読めるような表現をどうしようと考えまして、今のパラ２にあるような表現に

したということです。 

○満田委員 とすると、意味合いとしては、「協力事業の検討を開始する際に」という意

味にとってよろしいでしょうか。あるいは「準備を開始する際に」とか。ＪＩＣＡさんの

中で使われている用語に即しているかどうかよくわからないのですが。 

○事務局（上條） それは開始する前には検討するわけでして、検討するときには環境影
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響、社会影響はどうだろかというのは当然見るわけです。それがどこからかとやっていけ

ばどんどん前になってしまうとは思いますけれども、ただ表現ぶりとしてどうかと。それ

で私どもは、「開始する際に」と。当然開始するときには検討するのでしょうから、その

「開始」というのはどこから開始なのかと言われるとなかなか難しいところがありますけ

れども。ですから、協力準備調査であれば、協力準備調査を行うことを事業部が検討した

ときにはカテゴリ分類は行うということになると思います。 

○満田委員 これ以上議論すると中身の方に入っていきそうなので、とりあえずはクラリ

フィケーションということで。 

○原科座長 それでは、そのことに疑問があるということで、後でまた議論いたしましょ

う。 

 ほかにございますでしょうか。 

 あと６ページ、７ページとございますけれども、いかがでしょうか。よろしいでしょう

か。 

 高橋委員、どうぞ。 

○高橋委員 おくれて済みませんでした。 

 ７ページの１．８「緊急時の措置」についてですが、新ガイドライン素案を見ると審査

諮問機関へは諮問ではなくて報告になって、「審査諮問機関の検討結果と協力事業の結果

を情報公開する」が削除されています。私たちの現場での経験から言うと、特に緊急的な

プロジェクトが求められる紛争地域などに関しては、その扱いを間違えると紛争を助長し

てしまったり、もしくは汚職を招くおそれが十分あり、その意味で情報公開というのは極

めて大事だと私たちは思っています。素案に書かれた表現だけを読むと、審査諮問機関に

報告しますけれども、審査諮問機関の情報公開については２．４で記載があり、ここと照

らし合わせて読んでいって、その上審査諮問機関がいわゆる議論という形になっていかな

いと、議論結果の議事録という形でようやく情報が公開されるということになるのではな

いかと思います。また、もし議論にならずにただ単に報告ということだけだとそこで情報

がとまってしまうのかなと。つまり、ほとんど情報公開というところに至らないのではな

いかと思うのですが、そのあたりはどのように解釈したらよろしいのか教えていただけれ

ばと思います。 

○事務局（上條） 今の審査会の議事録をホームページに出していますけれども、そこを

見ていただいてもわかると思いますが、報告という事項もあるのです、審査、諮問、答申
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ではなくて。進捗を報告してほしいというようなことがあって報告することもあるのです

けれども、それも今議事録に載ってます。 

 私どもは別にここで何か情報公開を狭めようという意思があってやっているわけではな

くて、２．４のところでもう公開していますので、また同じことを書かなくてもいいので

はないかという判断で、ここは「また」以下は取っているだけなのです。 

 あと、「報告」にした言葉の説明なのですけれども、なぜ「報告」にしたか。過去何件

か、緊急時の措置という扱いを審査会にかけたことがあるのです。その経験を確認したの

ですけれども、現行のガイドラインだと事前調査をやって本格調査をやるという手続をし

ているのです。ですけれども、緊急時のことだったので事前調査は省略する、事前調査で

やるようなことは本格調査の中でやるという手続をすることを審査会に報告したというこ

とはあるのです。ただ、そのときに環境社会配慮の手続をしなかったかというとそういう

ことではなくて、スコーピングをやって緩和策なども提示するということはやってきまし

た。今まで「報告」という言葉遣いはしていなかったですけれども、実質どうだったか確

認しましたら、それは報告であった。審査会に今度こういうことをやりますと説明するこ

とだった。そういうことを確認しましたので、別に狭めたいとかそういうことではないの

ですけれども、今回はより実態に即した表現にしてみたということです。 

○原科座長 今の件はよろしいですか。これは、「緊急の判断と実施する手続を……」、

だから「事前に」という言葉を入れた方がいいのかな。終わってからの報告のような印象

になってしまう。 

○事務局（上條） これからこういうことをしますということですね。 

○原科座長 だから、手続を事前に報告する。報告のときも通常は質疑がありますから、

議論もできるはずです。だから、「事前に報告して、場合によっては必要な助言も得る」

ぐらいに書いてもいいですけれども、具体的なプロセスがわかるように表現を変えた方が

いいかもしれないですね。確かにこれだけ見ると報告するというところが強調されて、終

わってから報告するような印象になって誤解を招きますので、表現を少し考えましょう。

いいですか。また議論をした上できちんとしていきましょう。 

 よろしいでしょうか。 

○高橋委員 はい。 

○原科座長 ほかにございますでしょうか。 

○清水委員 ６ページ目の１．６の４ですけれども、現行のＪＩＣＡのガイドラインでは
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「モニタリングを行う」と書かれていたところが、今回は「モニタリングを確認する」と

いう表現になっています。これについて、新ＪＩＣＡが行うモニタリングについては今後

は「監理」と呼ぶとかいうことがこの委員会の中でも議論されたと思うのですけれども、

ここであえて「モニタリングを確認する」という言葉を使われている理由を教えてくださ

い。 

○事務局（上條） それは、モニタリングをするのは相手国等だ、プロジェクト実施主体

者の方だという理解をしていまして、私どもＪＩＣＡは確認する立場だということで「確

認する」としております。 

○清水委員 ＪＩＣＡが行う相手国政府のモニタリングの確認というものを今後は「監

理」と呼びたいということを、恐らく旧ＪＢＩＣさんだと思うのですが、旧ＪＢＩＣさん

の方から御提案があったのです。それで委員会の中でもそういう議論で話し合われ、監理

でいいんじゃないかみたいな結論になったと思いますので、それがここで変わってしまっ

たのはなぜかなと思った次第です。 

○原科座長 「監理」という表現にするはずだったのが変わったということですか。 

○清水委員 はい。 

○事務局（杉本） 意図は変えるつもりはなくて、相手国がやるものとＪＩＣＡが確認す

るものを明確に分けましょうというそもそもの出発点には手をつけていないつもりです。

表現がもし分かりづらい場合には検討いたします。ただ、今御指摘があったように、「モ

ニタリング」と「監理」という形で書いて実際見てみると、場所によって多少わかりにく

いといいますか、かた苦しいなりわかりにくいというところも出てきたものですから、別

の言い方でもう少し平易といいますかわかりやすく、もともとの意図を変えないでやるに

はどういう形があり得るかということを中で検討してこういう書き方にしてみたというと

ころです。 

○原科座長 これは検討事項にしましょう。また議論しましょう。「確認する」という表

現でこれまで議論したことが本当にうまく表現できているのか、それは時間をかけて議論

した方がいいですね。では、問題があるということだけ御指摘いただいたということにし

ましょう。 

 ほかにございますでしょうか。 

○千吉良委員 １．１０の「審査諮問機関」のところ、７ページでございますけれども、

横の備考のところに「名称の環境社会配慮審査会への変更を要検討」と書いてありますけ
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れども、「要検討」とおっしゃっている背景を教えていただきたいなと思っているのと、

説明を聞く前なのですけれども、印象としては、諮問を受ける機関から審査をする委員会

に変わるようなイメージ、名称の変更だけ見るとちょっと違和感があるのですけれども、

その辺を教えていただければなと思います。 

○事務局（上條） 現行のＪＩＣＡのガイドラインをつくったときにはまだ審査会という

ものがなかったのです。それで言葉として「審査諮問機関」という言葉遣いをしたのです

けれども、現在は環境社会配慮審査会というものがございまして、今回改定するときに

「審査諮問機関」という言葉遣いだと現状の言葉遣いと違うものですから、ここは現状を

踏まえた表現にした方がいいのではないかと考えているところです。 

○原科座長 よろしいでしょうか。 

 ほかにございますでしょうか。もしよろしいようでしたら次へ進みますが、いいですか。 

 それでは、次に進めさせていただきます。 

 次はⅡ「環境社会配慮のプロセス」の部分の御説明をお願いいたします。 

○事務局（上條） それでは、７ページの中段からですけれども、説明させていただきま

す。 

 ２．１「情報の公開」です。ここも見ていただくとなるべく比較できるようにしている

のですけれども、１～８は現在のＪＩＣＡのガイドラインの表現を踏襲していまして、下

線の部分を修正しています。パラ７の３行目の「その際」から下線が引いてあるのですけ

れども、ここは真ん中の現在のＪＩＣＡのガイドラインのパラ９を新しい素案のパラ７の

方に移動させました。その後、７ページの一番下の左側の９の「ＪＩＣＡは、競争関係を

踏まえ」というところですが、これは、８ページ目の上の方にありますが、現在のＪＢＩ

Ｃのガイドラインの「本行は、競争関係を踏まえ」という表現を持ってきました。 

 ２．２「現地ステークホルダーとの協議」は基本的には現在のＪＩＣＡのガイドライン

の表現を踏襲していまして、一部下線の部分を修正しています。特にパラ４ですけれども、

以前は、真ん中のパラ４の「少なくとも」と書いてあるところですが、「少なくともスコ

ーピング時、環境社会配慮の概要検討時及び協力事業の最終報告書案が作成された段階」

と、カテゴリＡの場合は３回ステークホルダーとの協議を行うこととしていたのですけれ

ども、素案の４では、概要検討時のところは「必要に応じて」としております。そこが大

きな変更点です。 

 ２．３「環境社会配慮の項目」は、９ページ目の左上を見ていただきたいのですけれど
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も、「労働環境（労働安全を含む）」を加えてあります。あとはなお書きを加えてありま

す。この趣旨は、このすべての項目をやるわけではない、スコーピングで絞り込むのだと

いうことを注書きとして加えています。あとは変更はございません。 

 ２．４ですけれども、ここは「審査諮問機関による助言」と、「による助言」という言

葉を今は使っています。今のパラ１は現行のガイドラインのパラ２を踏襲していまして、

あとは、今のパラ２、パラ３は以前のパラ３、パラ４をそのまま使っています。今のパラ

１は表現が現行のものとはちょっと変わっているのですけれども、準備段階で助言を行い、

実施状況の報告をＪＩＣＡから受けるということにしております。 

 ２．５「カテゴリ分類」ですが、ここも基本的には現行のＪＩＣＡのガイドラインの表

現を踏襲しておりまして、下線部分を変えてあります。カテゴリ分類にＦＩが加わったの

で４段階としている点ですとか、９ページの下の方、真ん中の「さらに」のところに下線

を引いていますけれども、ここは削除しておりまして、その理由は、以前はＪＩＣＡは技

術協力機関でしたので、相手国政府がＥＩＡと指定しているような案件であれば、プロジ

ェクトであればカテゴリＡにしていたのですけれども、今の新ＪＩＣＡではそれは必ずし

もイコールではないということで、そこの部分を取っています。パラ３の下線部分ですが、

エンジニアリング・サービス借款の記述を加えています。パラ５ですけれども、カテゴリ

ＦＩというものを加えています。あとのパラ６、７、８は以前のＪＩＣＡの５、６、７を

踏襲した表現としております。 

 ２．６「参照する法令と基準」、ここはパラ１、パラ２は現行のガイドラインをそのま

ま踏まえていまして、パラ３で世界銀行のセーフガードポリシーに言及しておりまして、

そこは「大きな乖離がないことを確認する」という表現としております。パラ４、５は現

在のガイドラインの表現を踏襲しています。 

 ２．７「社会環境と人権への配慮」は修正はしておりません。 

 ２．８「ＪＩＣＡの意思決定」ですが、２．８．１「有償資金協力、無償資金協力、技

術協力プロジェクト」、ここの表現は現行のＪＢＩＣのガイドラインを踏襲しています。 

 ページをめくっていただきまして、１２ページの２．８．２「開発計画調査型技術協力、

外務省が自ら行う無償資金協力についてＪＩＣＡが行う事前の調査」、ここのパラ１とパ

ラ２は、現行のＪＩＣＡのガイドラインの表現ぶりを、言葉は一部修正していますけれど

も、踏襲しています。ここの部分では、パラ２の下線があるところですが、以前は「開発

ニーズの把握が不適切な場合」だったのですが、より私どもの意図が伝わるように、「プ
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ロジェクトを実施しない案も含めて代替案の比較検討を行ってもプロジェクトの妥当性が

明らかに認められない場合」という表現に修正いたしました。 

 ２．９「ガイドラインの適切な実施と遵守の確保」は表現を踏襲しています。 

 ２．１０「ガイドラインの適用と見直し」は、まずパラ１ですけれども、ここはちょっ

と書き直しまして、施行日が決まれば「●年●月●日」を入れまして、「ただし」のとこ

ろですが、今度は「○年○月○日」としているのですが、これは●より後の日付が入るだ

ろうという想定をしております。パラ２ですが、これは「序」のところにもありましたけ

れども、５年以内に運用面の見直し、１０年以内にレビュー結果に基づく包括的な検討を

行うこととしております。 

 以上です。 

○原科座長 ありがとうございました。 

 それでは、今のⅡの部分で御質問等ございますでしょうか。 

○満田委員 このⅡ「環境社会配慮のプロセス」全体の位置づけですが、Ⅲ「環境社会配

慮の手続き」と割と似たタイトルの項目があるのですが、要はこのⅡ「環境社会配慮のプ

ロセス」では全体にかかわることを規定して、この後のⅢ「環境社会配慮の手続き」では

段階別またはスキーム別のより詳細な手続を書いているという理解でよろしいでしょうか。 

○事務局（上條） それは現行のＪＩＣＡのガイドラインと全く同じ考え方でして、今、

満田さんから御指摘があったとおりだと思うのですけれども、Ⅱのプロセスのところでは

スキームを横断的に、一般的な考え方というのでしょうか、もう少し基本的事項を踏まえ

て具体的に行う取り組みを書いている。それが手続に行って各スキームごとに落ちて、実

際そのプロセスに従って手続をやっていくとこうなるというのがⅢで書かれるということ

です。 

○満田委員 今度はちょっと細かい質問ですが、７ページ目の２．１「情報の公開」の８

です。「情報公開をウェブサイトで日本語、英語または現地語により行うとともに」、こ

れは現行ガイドラインでは「日本語及び英語」になっているのですが、この「日本語、英

語または現地語」の意味合いですが、これはこの３つのうちのどれかという意味でしょう

か、それとも日本語及び英語または現地語という意味でしょうか。 

○事務局（上條） ここは全部「または」ということです。 

○原科座長 日本語か英語か現地語という意味ですか。 

○事務局（上條） はい。 
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 その理由は、以前のＪＩＣＡは自分たちで支援してつくっていましたので、日本語と英

語は必ずつくるだろうということだったのです。今回こういう言葉を使っているのは、Ｊ

ＩＣＡが支援していない部分の情報を扱うこともあるだろうということで、すべて「また

は」という表現にしています。もちろん日本語と英語があれば両方出る。ＪＩＣＡがつく

った部分であれば、それはＪＩＣＡの情報公開というこのガイドラインとは別のものです

けれども、そういう趣旨に従って公開されると思います。 

○原科座長 よろしいですか。 

 それでは、ほかに。 

○中山委員 例えばベトナムだとすると、ベトナム語で出た場合、ベトナム語が理解でき

るかとかは別として、ＪＩＣＡのホームページだと日本の人はパソコンの画面上でベトナ

ム語が読み込めるのですか。ベトナム語が理解できるとかではなくて、ホームページ上に

出してきた場合、ベトナム語で普通の人が見ることができるのですか。現地語ということ

になっているので。 

○事務局（杉本） 技術的に表示できるかどうかということですか。 

○中山委員 はい。 

○事務局（杉本） ＰＤＦのような形にして表示すれば問題ないかなと思っています。そ

こは解決してやるべく取り組みたいと思っています。 

○中山委員 結構です。 

○吉田副座長 今のⅡで議論しているのは「環境社会配慮のプロセス」というタイトルが

ついているのですが、中身を見るとプロセスではなくて、もうちょっと違った言葉の方が

適切かなという印象を持ったのですけれども、いかがですか。 

○原科座長 プロセス及び何とかでしょうかね。プロセスだけではない。では、これも吟

味することにいたしましょう。 

 Ⅱのところでほかに御質問ございますでしょうか。 

○清水委員 ２．５の３、１０ページ目ですけれども、ＥＳ借款に関するカテゴリ分類に

ついて、中間報告書の提言とは別のもの、つまり現在のＪＢＩＣのガイドラインにあるも

のがそのまま使われていますが、ＪＩＣＡでどのような検討を行った結果こういった素案

が出てきたのかということについて教えてください。 

○事務局（杉本） Ｅ／Ｓ借款ですけれども、これについてどのようなカテゴリ分類にす

るかということをいろいろと議論が出てきました背景には、現在の運用では「エンジニア
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リング・サービス借款」と称している案件の中身について少し柔軟な扱いがなされていた

場合もあるのではないかという話が１つ背景としてあったと理解していまして、今回ここ

でカテゴリＢということで案を出させていただいているのですけれども、これにプラスし

て、再度、「エンジニアリング・サービス借款」という場合には、基本に立ち返れではな

いのですが、コンサルタントが机上で業務を行う内容に厳密に限るということで、そこは

きちんと運用するという前提の上でこういった形でやっていきたいということで書かせて

いただいています。 

○原科座長 今の件はよろしいですか。机上で検討するのに限ると。 

○清水委員 これ以上出すと議論になってしまいますので。 

○原科座長 では、今はそういうことです。 

 では、フロアの方どうぞ。 

○一般参加者（田辺） ＪＡＣＳＥＳの田辺と申します。 

 １２ページ目の２．８．２の２です。「このような対応を行っても」というところです

が、そこの中段の「「環境社会配慮が確保できないと判断する場合」として」という説明

が書かれているのですが、これが開発計画調査型技術協力のみに限定されている理由を教

えていただきたいのです。というのは、その上の有償、無償、技協の中でもこの「環境社

会配慮が確保できないとする場合」という表現が入っていまして、そちらの方ではこの定

義が適用されないのかということを確認したいのです。 

○事務局（上條） ここは委員会でも御議論いただきたいと思っているところなのです。

実はこれは、ＮＧＯの皆さんと意見交換をしたときの御意見も踏まえて、この２．８「Ｊ

ＩＣＡの意思決定」のところの表現をつくっているのです。私も今御指摘いただいたとこ

ろは気がついていたのですけれども、御意見をいただいてから作業した方がいいかなと思

って、今はこのままにしています。 

○原科座長 いいですか。今のところはこれに限定しているけれども、さらに議論を願い

たいということでございます。 

 ほかにございますでしょうか。 

○満田委員 前の方に戻ってしまって申しわけないのですが、９ページですが、よろしい

でしょうか。２．４「審査諮問機関による助言」の１ですが、「カテゴリＡ案件と必要に

応じてカテゴリＢ案件について準備段階での環境社会配慮の面での助言を行い、実施状況

の報告をＪＩＣＡから受ける」という、この「準備段階」と「実施状況」の意味合いの差
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なのですが、準備段階というのはどこのフェーズを意味していらっしゃるのかということ

と、実施状況というのは、要は意思決定した後の事業がモニタリング段階に入ったときの

実施状況をイメージしていらっしゃるのでしょうか。 

○事務局（上條） 準備段階というのは協力準備調査段階のことです。ですからＦ／Ｓ調

査を想定していますけれども、Ｆ／Ｓ調査を行うときには、現在審査会で行っていただい

ているように、これはまた議論をいただくことになると思いますけれども、現在はスコー

ピング段階とドラフトレポートの段階で議論をいただいていますけれども、そういうこと

をしていただく。ただ、それ以降、環境レビュー以降ということになりますけれども、環

境レビュー以降は、ここも御議論あるとは思うのですけれども、基本的にはＪＩＣＡの方

で進捗を御報告するということを今は考えています。 

○原科座長 「実施状況の報告をＪＩＣＡが受ける」という意味合いは、さっきと同じよ

うに、報告を受けて、必要に応じて助言を与えるわけですね。 

○事務局（上條） そういうこともあると思います。 

○原科座長 それはクリアにわかるようにした方がいいような感じがしますね。 

○満田委員 そういたしますと、この準備段階というのは協力準備調査段階で、すなわち

協力準備調査にかからない案件は想定されていない。それから実施状況というのは環境レ

ビュー段階も含んだそれ以降の段階であるという理解でいいのですね。 

○事務局（上條） 協力準備調査を行わない案件をどうするのかというのは内部でもまだ

明確な結論は出ていないのですけれども、後者の実施状況というところは、環境レビュー

の結果ですとかモニタリングの私どもが確認した結果を御報告するということです。 

○原科座長 環境レビューは実施状況に入るわけですか。どっちですか。環境レビューと

いうのはまだ準備段階な感じがしますけれども。 

○事務局（上條） ただ、環境レビューが終わった後、その部分は環境レビューを私ども

がしまして報告いたします。 

○原科座長 環境レビューの段階はまだ準備段階でしょう。 

○事務局（上條） 環境レビューはアプレイザルの段階だと思うのですけれども。 

○原科座長 資金供与の手前ですから、準備段階と言っていいのではないでしょうか。協

力準備調査だけに限るのではないのでしょう。意思決定の手前だから。準備というのはそ

ういうことではないのですか。 

○事務局（上條） ただ、私どもが今ここで想定しているのは、実施状況というのは、環
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境レビューで、私どもが環境レビューをした結果を御報告することと考えています。 

○原科座長 環境レビューが抜けてしまうわけですか。 

○事務局（上條） 私どもは環境レビューをいたします。審査部の方でやるわけですけれ

ども。その結果がこの実施状況に入るということです。 

○原科座長 要するに、全部のプロセスは一応関与するのだけれども、報告という格好に

なると違うということですか。全体のプロジェクトサイクルでいくと、すべてのサイクル

で審査諮問機関が関与するけれども、前半と後半で形が違うということをここで書いてい

るということですか。 

○事務局（上條） そうです。ですから、プロジェクトサイクルで言いますと、準備段階

は助言いただいて、アプレイザル段階とインプリメンテーションの段階は報告させていた

だくということです。 

○原科座長 報告して必要な助言を行うということですね。 

○事務局（上條） そこまで明確に言葉遣いは決めていないのですけれども、必要なとこ

ろは助言いただくということだと思います。 

○原科座長 普通、アセスメントの世界では、少なくとも日本では、あるいは海外もそう

ですけれども、審査諮問機関がある場合にはアプレイザル段階でそこにチェックしてもら

うということをやっていますからね。だから、そういう意味では助言を行うのです。単な

る報告だけではないですよ。私の知る範囲ではこれが通常のやり方です。そこのところは

きちんとしておかないと。もしそうしないと非常に特異な格好になってしまいますから。 

○事務局（天田） 審査諮問機関のところの御議論につきましては、きょうのクラリフィ

ケーションを受けまして整理して…… 

○原科座長 では、これはもう一回これからの委員会の中で議論します。改めて議論は要

らないとは思うのですけれども。 

○事務局（上條） ただ、実質Ｆ／Ｓ段階で、スコーピングですとかドラフトのレポート

の段階で議論いただきますので、私どもが環境レビューをするときには当然それを踏まえ

てやるという理解なのですけれども。 

○原科座長 では、あとは議論にしましょう。 

 ほかにございますでしょうか。 

○高橋委員 １１ページ、２．６「参照する法令と基準」のパラグラフの３ですが、世銀

のセーフガードポリシーが含まれたということではあるのですけれども、現行と新ガイド
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ラインを比較すると、「条約」、「宣言」という言葉が全部消えています。これはどうい

う意図があるのでしょうか。どのように解釈したらいいのでしょうか。新ガイドラインの

素案では「基準」という言葉で統一されているのですけれども、「条約」とか「宣言」と

いう言葉は全部落とされています。例えば、援助効果に関するパリ宣言みたいなものの中

にも、相互説明責任という原則に関連して情報公開が結構大事なポイントとして議論され

ていると思うのですが、こういったものはこのガイドラインでは関係ないという考えでし

ょうか。 

○事務局（杉本） 委員会の議論の中でも、新ＪＢＩＣのガイドラインが先行して議論さ

れていて、文案も検討されていたということで、それも踏まえてという議論がありまして、

文案の検討の際にそれを下敷きに検討していたという出発点があったものですから、今御

指摘のような点が出てきてしまったのかと思っています。そこについては改めて検討させ

ていただきますが、別に関係ないという意図で切り捨てたということではありません。 

○原科座長 いいですか。特にこれを外すという趣旨ではなかったけれどもこういう表現

になったということだと思いますから、それがきちんとわかるような格好にお願いしたい

と思います。 

 どうぞ、清水委員。 

○清水委員 同じ部分の３ですけれども、中間報告書では参照すべき国際基準やグッドプ

ラクティスについては適合ということにしてはどうかということになっているわけですが、

今回の素案ではそうなっていない理由を教えてください。 

○事務局（上條） 私ども、「適合」という言葉遣いもすごく検討したのですけれども、

非常に慎重な意見も多くて、「適合」という言葉が一人歩きしたら非常に困るという意見

もありまして、今は「大きな乖離がないことを」という表現にしています。 

○原科座長 中間報告のときには「適合」という表現でいこうと決めたのではなかったで

すか。 

○事務局（上條） 中間報告ではそういう言葉をいただいているのは理解しているのです

けれども。 

○原科座長 中間報告に沿ってつくっていただかないと。それはここで議論することで、

そちらで議論して決めては困るので。 

○事務局（上條） ですから、その理由を今聞かれていますので、その理由としては、内

部で検討したときにこういう言葉遣いになっているということです。 
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○原科座長 それはちょっとまずいですね。委員会報告に沿って書いていただかないと。

内部で検討して報告と違うことを書いてしまうのでは、何のために議論したのかわからな

くなってしまう。 

○清水委員 今、ＪＩＣＡの中で一人歩きを懸念されたということだったのですけれども、

そのあたりをもう少し詳しく教えていただけますでしょうか。具体的に何を懸念されて今

回のような表現になったのかということがいま一つつかめませんでした。 

○事務局（上條） 「適合」という意味合いが、私どもの理解では、英語だと expected 

to meet ということだと思うのですけれども、それが具体的にどういうことかというとこ

ろで慎重な意見が今は多いということなのです。 

○高見委員 では、「大きな乖離」という場合の「大きな」というところはどういうこと

かという説明をいただけませんか。 

○ＪＩＣＡ（岡崎） 清水委員と原科先生からも、中間報告で書かれている内容が採用さ

れていないということで御意見をいただいているのだと思うのですけれども、これは我々

も内部で真剣に議論した結果、きょうはこういう文案で提示させていただきました。 

 なぜこういう文案を提示したかというと、これはＪＩＣＡのガイドラインであるからと

いうことに尽きるのです。世銀のセーフガードポリシーは確かに広く他の開発援助機関で

すとか二国間の援助機関に影響を与えています。我々もその内容をふだんから、世銀のス

タッフと意見交換をしたり、同じ立場の人間同士ということで主張し合ったりということ

で研究はしていますが、我々がやろうとしていることが世銀のセーフガードポリシーに対

して全くそごがなくて問題がないかどうかということを我々が本当に判断できるのかどう

か、それはあくまでも世銀の基準ではないかということで、「適合」という言葉を採用す

ることに若干のちゅうちょがございました。実際に世銀の方でもセーフガードポリシーと

いうものを策定して、それはずっと変えないというわけではなくて、それに基づくいろい

ろなポリシーとかメモランダムというのは頻繁に出るのです。そういったものを常にフォ

ローしていくのはなかなか難しくて、実際に環境社会配慮の担当者の間では年に２回ワー

キンググループみたいなことがあって、その半年間の間にどういうポリシーに基づいてど

ういう判断をしたかとか、そういうことを情報交換する場もあるのですけれども、ＪＩＣ

Ａとして本当にＪＩＣＡではないところで採用されているポリシーに対して全くそごがな

いのだということをＪＩＣＡが説明して、例えばどなたかが、ＪＩＣＡがこのように言っ

ているけれどもどうかといったときに、たまたま世銀担当の方が、いや、それはおかしい
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んじゃないかというようなこともあるいはあるかもしれない。そういう議論を突き詰めて

いくと、我々は「適合」という言葉をガイドラインに採用することにはちゅうちょがあっ

たということを申し上げています。 

 したがって、今の高見企画官からの御質問も、「大きな乖離がない」というのはどの程

度かと言われると、これはもうケース・バイ・ケースで判断していかざるを得ないと思い

ます。ただ、個別のプロジェクトで我々が環境レビューをする際には、ＪＩＣＡのガイド

ラインに照らし合わせて環境レビュー終了ということではなくて、それぞれのプロジェク

トについて世銀のセーフガードポリシーが求めていることがきちんと途上国側で採用され

ているかどうかということはやっています。ただ、その世銀のセーフガードポリシーで求

めているレベルがどの程度であって、それに対してどの程度の乖離があって、これで問題

があるのかないのかというのはケース・バイ・ケースで判断せざるを得ないと思います。

数値化されているものであればいいのですけれども、数値化されていないものになってく

ると、これはかなり難しい。しかも我々世銀とＪＩＣＡは組織が違うわけですから、責任

を持ってほかの機関のポリシーに対して問題がないということをＪＩＣＡが言えるのかど

うかというところがＪＩＣＡの中での議論でございました。 

○原科座長 どうもありがとうございました。 

 今の御説明ですけれども、その意味ではむしろ「適合」でよろしいかなという感じを受

けました。と申しますのは、今のような議論を全部踏まえたことをやっていまして、中間

報告をごらんいただきたいのですが、こう書いてあります。４．１．６ですが、私はこう

いう文章にしました。中間報告の１８ページをごらんください。下から２つ目のパラグラ

フ、「一方、新ＪＢＩＣガイドライン案においては、参照すべき国際基準について具体的

に規定され、また適用度合いも「参照」から「適合」に変更されている」。これは議論し

確認いたしまして、したがって我々はこう来たのですね。「ここで、「適合」は遵守ほど

強くは無いが」なのです。だから、全くそごがないということは求めておりません。「遵

守ほど強くは無いが、「参照」よりは強いものと想定されている」。「これらのことから、

改定ＪＩＣＡガイドラインにおいても、環境社会配慮上の要件の遵守を確認するにあたり、

当該プロジェクトが世界銀行の１０のセーフガード政策に上記の意味で「適合」している

ことを確認することとする」。ですから、これは全くそごがないということを要求してい

るわけではないのです。そういう意味の「適合」です。ＪＢＩＣではこの言葉を使ってい

るわけですから、同じ日本の組織で、ほかが使っていて我が方は使えないということはな
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いと思いますし、しかも「適合」に対しての定義もこのようにきちんと議論してまとめて

いるわけですから、私は、ＪＩＣＡの中で議論されたことはこのことを全然踏まえていな

いような印象を受けました。これをごらんになれば今のような議論は生まれないと思いま

すよ。全くそごがないなんていうことは何も我々は言っておりませんからね。「適合」と

いう表現で。これは改めて検討していただきたいと思います。では、これは議論いたしま

しょう。 

○ＪＩＣＡ（岡崎） ですから先生、私は、ここで検討していただいて「適合」という言

葉の意味を再度確認していただければそれで構わないのですが、１つ申し上げたいのは、

ＪＢＩＣのガイドラインもまだ採択されて施行されていませんし、ＪＢＩＣのガイドライ

ンの「適合」という言葉の意味は、もともとの議論ではＯＥＣＤの議論で expected to 

meet という言葉として出てきた言葉なのです。それは上條が申し上げたとおりです。

我々もそういうことでＪＩＣＡの中で関係部に対して説明をしましたけれども、いや、そ

れはそうかもしれないけれども、一方で、ここに集まっている関係者の中ではそのように

見えたとしても、一歩外に出てこの「適合」という言葉が本当にその程度の意味なのかど

うかということは大丈夫なのかという慎重な意見もあったということを御紹介だけさせて

ください。 

○原科座長 わかりました。 

 我々はそういう議論をしておりますので、全くそごがないという概念では使っておりま

せん。だから、そのことがわかるようにガイドラインに表現した方がいいと思います。 

 ほかにございますでしょうか。 

○千吉良委員 今の議論で、私、ＪＢＩＣの新ガイドラインはどうなっていたかというの

を正確には記憶していないのですが、「全くそごがない」というところまで解釈してしま

うと、プロジェクトというのは多少のそごは必ず出てくるので、「適合」の意味というの

は多分そこまでは想定していないと思うのです。 

○原科座長 今そう言いました。そういうものではない。そういう前提の「適合」なので

す。全くそごがないということまで要求していないと書いています。 

○千吉良委員 そういうことですね。わかりました。だから、私も岡崎さんの説明を今聞

きまして、基準の解釈をする主体が世銀にあるとか、そういうのはＪＩＣＡとして主体性

をあちらに渡しているというような意味合いで確かによくないなと思っているので、ここ

は、「適合」という言葉を使うか使わないかというより、実態として運用面で差が出ない
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ようなやり方で、なおかつＪＩＣＡさんの考えているような、基準についてはみずからが

きちんとしたものを持ちたいというのを尊重したような言い方がいいのかなと、大変難し

いあれにはなってしまいますけれども、そのように考えます。 

○原科座長 では、これはまた議論しましょう。 

 ほかにございますか。 

○清水委員 １２ページの備考の３ですけれども、現在のＪＢＩＣにある３ポツ目をなく

した理由をもう少し詳しく教えてください。「現ＪＢＩＣ「借入人は…努力すること」は

相手国等に関係者が包含されることから含めない」ということなのですが、この意味をも

う少し教えてください。 

○事務局（上條） ここは「相手国等」の定義のところで、定義の２番だったと思うので

すけれども、そこでつくりまして、そうなりますと、借入人もプロジェクト実施主体者も

相手国政府も全部「相手国等」に含まれてしまうので、そうなるとちょっと意味不明な文

章になるので取り外したということです。 

○事務局（杉本） ですので、別に内容を弱めようとかいうことではないのですけれども、

現行ＪＢＩＣのガイドラインですと、借入人は「借入人」ということで書いてあって、一

方、今回出させていただいています案の中で、「相手国等」ということで、もう少し広い

意味合いの定義を使って表現していこうというところで、この中に入っているところは含

まれるという形で見れるのではないかと考えてこうしたのですが、もしここはこういう形

でやった方がよりいいのではないかというようなことがありましたら、ぜひお願いします。 

○清水委員 想像で申し上げるので間違っていたら訂正していただきたいのですが、私が

考えるに、この３ポツ目の重要性というのは、もしかしたら旧ＪＢＩＣの国際金融等業務

の方を想定していたのかなと思ったのです。だから今回ＪＩＣＡの中で消えているのかと

思ったのです。つまり、ここで言っているのは、国際金融等業務なんかの場合、事業者が

相手国政府と何らかの形で取り決めを行う場合が大規模プロジェクトとかについて往々に

してあると思うのです。そういうところにおいても環境社会配慮についてきちんと取り決

めを結ぶことというような取り決めを事業実施主体と相手国政府の中でも結びなさいとい

う文脈でこれが重要なのではないかと思ったのです。なので、今のＪＩＣＡの業務におい

てそういうことが想定されないのであれば、つまり事業者あるいは借入人以外のだれかと

環境社会配慮上の取り決めを結ぶようなことが必要な状況というものが想定されないので

あれば３ポツ目は消してもいいのかと思ったのですが、そういう状況が想定されるのか、
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想定されないのかということも想像でしかないので、そのあたりを教えてください。 

○事務局（天田） 可能性として全くないのかと言われると、確かに私どももわからない

ところがあるのですが、基本的には、清水委員がおっしゃられたような形で別途の取り決

めを結ぶ必要があるようなケースは通常少ないのではないのかなと。 

 加えまして、先ほど杉本から申し上げましたように、「相手国等」という概念で集合体

としてきちんとやっていただくというところになっておりますので、内容的にはそのほか

のところでカバーしていると考えております。 

○原科座長 よろしいですか。内容的にカバーしているけれども、レアケースだろうとい

うことですね。 

○事務局（天田） 何か取り決めが要るというケースにつきましては。 

○原科座長 Ⅱのところでほかにございますでしょうか。 

 では、特になければ休憩をとりますけれども、よろしいでしょうか。―では、休憩後

に、またお気づきの点がございましたら御指摘ください。 

 では、休憩します。今４０分ですので、１５分ほど休みましょう。いつも１０分だから、

たまには１５分ぐらい。 

 

午後２時４０分 休憩 

 

午後２時５３分 再開 

 

○原科座長 休憩時間が１５分たっていませんけれども、皆さんおそろいのようなので再

開いたします。 

 それでは、まず皮切りに、岡崎さん、一言お願いします。 

○ＪＩＣＡ（岡崎） 先ほど議論になりかけたところについてだけ付言させていただきま

す。 

 実は、一昨日、それからその前日に世界銀行のインスペクションパネルの議長の方が日

本にいらっしゃいまして、私どもにもお見えになりましたし、財務省にも行かれました。

その際、いろいろとインスペクションパネルの最近の状況についての御説明をいただいた

のですが、過去いかにインスペクションパネルのレコメンデーションとしてこれは世銀の

ポリシーに違反していたということを理事会に報告したかというケースについても教えて
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いただきました。つまり、世銀の職員が世銀が自ら定めているポリシーに基づいてやった

と思ったことであっても、インスペクションパネルの審査の結果、それがポリシーに違反

していたと言われているケースが実際にあるということです。そういうものをＪＩＣＡと

して参照ないしは適合すべき基準として書く責任といいますか、そのことの怖さといいま

すか、これはＪＩＣＡの中で非常に議論があったということは御理解いただきたいのです。

確かに中間報告書で、「適合」という言葉は「遵守」よりは弱い、「参照」よりは強いと

いうことでいただきました。これは中間報告書の中でそのように書かれているのですが、

そのことが一般の理解として、本当にどなたに聞いても、「適合」という言葉の意味はそ

うだよねということであればもちろんいいのですけれども、例えばこの新しいＪＩＣＡの

ガイドラインに基づいて異議申立人が訴えを起こしたときに、その異議申立審査の方がそ

れをどう考えるかということは我々のコントロールの及ばないところです。独立して審査

をしていただきますから。ですから、そういうものをＪＩＣＡとして明確に書く、そこに

「適合」という言葉もセットで書くということに関しては若干のちゅうちょがあったとい

うことを御理解いただいた上で、いずれこの部分については議論していただけると思いま

すので、説明だけさせていただきました。 

○原科座長 どうもありがとうございました。 

 ただ、世銀のポリシーに違反していたというクレームをつけるのはパネルの仕事で、そ

れはポリシーが難し過ぎたのか、あるいは世銀のメンバーがちゃんとやっていなかったの

か、両方の面がありますから、そういうレポートがあったからポリシーと適合させるのは

難しいという話にはならないという感じがします。パネルは当然そういう観点からチェッ

クするわけですから。それが職務ですからね。世銀というのは寄り合い所帯なのでその辺

がうまくいかない点はあるかもしれないですよ。ＪＩＣＡはそういう点ではしっかりみん

な一丸となってやっていただければうまくいくのではないかという感じもしますから、そ

ういうウォーニングがあったから難しいということにはならないような感じがします。そ

れは別の話だと思います。これはまた議論しましょう。 

 それでは、次に参ります。 

 Ⅱの最後のところですけれども、先ほど議論したことですが、それこそ先ほどの議論と

整合させますと、１３ページのⅡの一番最後の項目の上から２つ目のパラグラフ、「本ガ

イドラインの運用実態について確認を行い」で、これは分けて書いてありまして、「関係

者の意見を聞きつつ５年以内に運用面の見直しを行う」というところは、見直しを行って、
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必要があれば改訂も行うということをさっき議論しましたので、ここはそういう表現の方

がいいですね。そのようにしていただきたいと思います。 

 ほかにⅡのところでございますでしょうか。 

 よろしければⅢに参りましょう。 

 それでは、Ⅲの「環境社会配慮の手続き」について御説明をお願いいたします。 

○事務局（上條） １３ページですけれども、まず３．１「強力準備調査」。ここはスキ

ーム横断的に記載しています。 

 ３．１．１「協力シナリオ形成」、ここは特に参考するものはございませんで、作文い

たしました。パラ１、パラ２、パラ３、ちょっと短いのですけれども、この３つを書きま

した。 

 ３．１．２「プロジェクト形成（有償資金協力、無償資金協力、技術協力プロジェク

ト）」、これは本体のあるものですけれども、真ん中にあります３．３「開発調査（フィ

ージビリティ調査）」を参照いたしました。ただし、現行のガイドラインは「事前調査段

階」、「Ｓ／Ｗ署名段階」、「本格調査段階」と分けて書いてあります。またカテゴリＡ、

カテゴリＢと分けて書いてあるのですけれども、それをまとめて記載したのがこの３．１．

２の「プロジェクト形成」の部分です。いろいろな表現ぶりは、真ん中にある現行のガイ

ドラインの表現ぶりをかなりの部分利用しています。ただ、下線を引き出すとほとんど下

線になってしまうので、指摘させていただきたいところだけ下線を引いてあるのですけれ

ども、例えば、１４ページをめくっていただきまして、パラ６に「ステークホルダー分析

を踏まえて」という言葉を入れてあります。これは中間報告で指摘いただいた点です。あ

とはパラ８で、先ほど御説明したところと同じなのですが、概要検討時は必要に応じてと

してあります。パラ１１ですけれども、技術協力プロジェクトの中で、名称がちょっと違

うのですけれども、詳細計画策定調査というものがありまして、もしその調査を行う場合

でも手続は同じようにしますということが書いてあります。 

 １５ページですけれども、３．１．３に「補完型」というものを入れてあります。注に

も書いてあるのですけれども、ここは別項立てで書くのは非常に難しいと理解しておりま

して、ただしあえて書くとすればということで書いてあります。ただ、私どもは、ここで

の議論を踏まえて、理解いただきたいと思っているのですけれども、前の３．１．２と一

緒にしたいと思っております。ただ、この表現ぶりは３．１．２とほぼ同じような表現が

多い内容になっています。この補完型は、パラ２に下線を引いていますが、「補完する内
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容に応じてパラ３から７のうち必要な手続きを行う」としております。補完型調査はさま

ざまで、スコーピングまで戻ってやるものもあれば、スコーピングはしなくて、例えばパ

ラ５にあるＥＩＡレベルとかＩＥＥレベルの調査を行うところから補完するものもあると

いうような考えをしております。 

 １６ページですけれども、ここからスキーム別の表現にしていまして、３．２「有償資

金協力」で、３．２．１「環境レビュー」ということです。 

 まず４つパラがございまして、最初のパラは既存のＪＢＩＣのガイドラインの表現を踏

襲しています。パラ２は協力準備調査を行わない場合、ただし情報公開は２回行うという

ことが書いてあります。要請受領後と環境レビュー前に情報公開する。パラ３ですけれど

も、ＪＩＣＡが協力準備調査を実施したプロジェクトについては、カテゴリＡについては

必ず、カテゴリＢについては必要に応じて、環境レビュー前に最終報告書を公開するとい

うことが書いてあります。パラ４ですけれども、環境社会影響が新たに判明した場合など、

必要に応じてカテゴリ分類を変更するということが書いてあります。 

 カテゴリＡプロジェクトですが、ここはＪＢＩＣのガイドラインの表現を踏襲していま

す。１７ページのパラ２ですけれども、ここでは３つの文書を記載していまして、それを

環境レビューに先立ち公開する。環境アセスメント報告書については１２０日以前に公開

するということが書いてあります。パラ３は、下の下線部のところですけれども、「情報

公開と現地ステークホルダーとの協議結果を確認する」という言葉を足してあります。パ

ラ４ですけれども、環境レビュー結果の情報公開を記載してあります。 

 カテゴリＢは、基本的には現行のＪＢＩＣの表現を踏襲した表現としています。下線部

分が修正のところです。 

 カテゴリＣも現行の表現を踏襲しています。 

 カテゴリＦＩは、現行の表現に比べて記載を具体化してあります。ここはパラ１、パラ

２、ページをめくっていただきまして１８ページですけれども、パラ３、パラ４と、現行

の表現に比べると記載が具体化しています。 

 ３．２．２の「詳細設計調査」ですが、これは前回の委員会でも御質問があり、ＪＩＣ

Ａの予算で詳細設計調査を行う場合があるということが確認できまして、そのことを記載

してあります。ただ、ここに書いてあるように、現行の３．４「詳細設計調査」の記載文

に比べると非常にわずかなもので、ここもあえて項目立てする必要はないのではないかと

思っていまして、ここで御議論いただいた後に、３．２．３「モニタリング及びモニタリ
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ング結果の確認」の中で整理したいと思っています。 

 １９ページですけれども、３．２．３「モニタリング及びモニタリング結果の確認」、

ここはパラ１～５まではＪＢＩＣのガイドラインの表現を踏襲していまして、６、７と追

加してあります。６は重大な変更が生じた場合のことを書いてあります。７はモニタリン

グ結果の公開のことについて書いてあります。 

 ３．３「無償資金協力（国際機関経由のものを除く）」ですが、ここも３．３．１「環

境レビュー」から記載してあります。ただ、ここは、備考に書いてあるのですけれども、

先ほど説明した３．２．１の「環境レビュー」の中のパラ２とカテゴリＦＩを除いている

以外は有償資金協力と全く同じ表現ぶりです。２０ページを見ていただきまして、ですか

ら、カテゴリＡ、Ｂ、Ｃの表現ぶりは全く同じです。 

 ２１ページですけれども、３．３．２「モニタリング及びモニタリング結果の確認」、

ここは先ほどの有償の書きぶりと全く同じ書きぶりにしてあります。 

 ３．４「外務省が自ら行う無償資金協力についてＪＩＣＡが行う事前の調査」、ここは、

もう既に無償の説明をしていますので、それをリファーしまして、３．３．１「環境レビ

ュー」を念頭に３．１．２「協力準備調査」の手続に従うということとしています。ここ

で、「ＪＩＣＡは、プロジェクトについて環境社会配慮が確保できないと判断する場合は、

協力の中止を外務省に提言する」と、現行のガイドラインでこういう表現があるところが

あるのですが、そこを踏襲した表現にしています。 

 ３．５「開発計画調査型技術協力」、ここは以前は開発調査と言われていたところです

が、基本的に現行の表現を踏襲しています。 

 ３．５．１「要請確認段階」。パラ１～４まで、次の２２ページまであるのですけれど

も、ここは基本的に現行の表現を踏襲しています。一部下線の引いてあるところが修正し

てあるところです。 

 ３．５．２「詳細計画策定調査段階（マスタープラン調査とフィージビリティ調査共

通）」ですが、ここは現行のガイドラインで言う「開発調査（マスタープラン調査）」の

「事前調査段階」というものが「詳細計画策定調査段階」という言葉になっていまして、

基本的にはすべてのセンテンスを踏襲しています。下線部分が違うだけです。２２ページ

のパラ１～５も、真ん中にある「事前調査段階」のパラ１～５を踏襲しています。２３ペ

ージですけれども、６、７とあるのですが、これは「Ｓ／Ｗ署名段階」の１と２のパラグ

ラフをそのまま踏襲しています。 
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 ３．５．３「本格調査段階（マスタープラン調査）」ですけれども、ここも現行のガイ

ドラインをそのまま踏襲しています。パラ１～９までありまして、下線の部分は修正して

いるのですが、それ以外は現行の表現を踏襲しています。 

 ３．５．４「本格調査段階（フィージビリティ調査）」ですが、２４ページをめくって

いただきまして、ここは現行のガイドラインではカテゴリＡの調査とカテゴリＢの調査と

別々に書いてあったところですが、ここは一緒にまとめるようにしてパラ１～９まで書い

てあります。ここも表現は踏襲しています。ＡとＢを一緒に書いていますので、そこの部

分が線を引いてあるところなのですけれども、基本的には現行の表現を踏襲しています。 

 ２５ページですけれども、３．５．５「フォローアップ」、ここは、先ほども御説明し

ましたけれども、開発計画調査型技術協力のところだけに該当するということで、３．５．

５としています。以前あった３．７の「フォローアップ」のパラ１を外しまして、以前の

パラ２、パラ３をパラ１、パラ２としています。パラ１を取った理由は、先ほども御説明

しましたけれども、ＪＩＣＡ自身が資金協力機関になりましたので、パラ１に該当する部

分はほとんどないであろうと。もしＪＩＣＡが開発計画調査型技術協力で何らかの調査を

して、それにほかのドナーが資金を供与するということがあった場合のことも想定したの

ですが、審査前の段階で確認することもなかなか難しいであろうと判断いたしまして、現

行ガイドラインの３．７「フォローアップ」のパラ１は取ってあります。 

 ３．６「技術協力プロジェクト」ですが、ここも３．６．１「環境レビュー」以降書い

てありまして、パラ２の下線を引いてある部分を除けば無償のところと全く同じ表現ぶり

になっています。２６ページは全く同じ表現です。 

 ２６ページの下に３．６．２「モニタリング及びモニタリング結果の確認」とあります

が、ここの表現は有償と無償と全く同じです。 

 以上です。 

○原科座長 ありがとうございました。 

 それでは、ページはいっぱいありますけれども、御質問等ございましたら、順にお願い

します。 

 １３ページはどうでしょう。協力準備調査のところ。１６ページまであります。 

○高梨委員 最初の３．１．１の「協力シナリオ形成」というのは私ども初めての概念な

のですけれども、現行ではあくまでもＪＩＣＡさんなんかの内部の文書を考えていたので

はないかと思うのです。現行のスキームと、もし参考になるようでしたら、理解のために、
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どんなものを想定されているのか、特に、「最終報告書を完成後速やかにウェブサイトで

公開する」とあるのですけれども、これはその報告書ということを考えておられるのか。

ここは調査団に委託するということがないので、あくまでもＪＩＣＡの職員の方がまとめ

るようなことでよろしいのでしょうか。 

○事務局（天田） 高梨さんにおわかりいただける用語で言いますと、主に役務提供のケ

ースが多いだろうと想定してございます。ですから、報告書ということであれば、役務提

供でインプットいただいたところも含めてＪＩＣＡとしての報告書ということになってく

ることを想定しております。規模的にはプロ形調査的なもの、内容は、先ほど申し上げま

したような個別のプロジェクトの形成ではなく、もう少し複数を含むような、それを協力

のシナリオとここで呼んだわけですけれども、プログラムというのがここに該当するもの

でございます。 

○原科座長 よろしいですか。 

○高梨委員 続いて３．１．２の方です。これがまた私ども理解するのが非常に難しいの

です。ここは右側の現行のガイドラインと同じようにまとめていただくと非常に理解しや

すいのですけれども、内容から読むと、例えば３の「ＴＯＲに反映させる」、これは事前

調査のことを言われているのかなという感じがありまして、次の４に「戦略的環境アセス

メントの考えを反映させる」とあるので、これはいわゆるマスタープラン段階かなと思っ

ています。５で「環境社会配慮に必要な団員を参加させ」ということで、これはマスター

プランとＦ／Ｓを両方加味しているのか。それから、６がまたわからないのですけれども、

調査が大分進んでいるにもかかわらず、後段のところで現地ステークホルダーとの協議を

踏まえて環境社会配慮調査のＴＯＲに反映させるということで、ここでまたＴＯＲが出て

くるのです。そして最後に１０で「最終報告書を完成後速やかに」となっているのです。

今までの我々の理解ですと、事前調査の報告書、本格調査の報告書等々あると思うのです

けれども、これは何を指しているのか、もし御説明いただければ幸いです。 

○原科座長 まとめていただいたのですけれども、かえってわかりにくくなってしまった

かな。協力準備調査にいろいろな段階があるので、その段階で分けるようなことをした方

がいいのかな。クリアにわかるように。 

○事務局（天田） 協力準備調査でございますが、恐らく１０月以前の段階でどういうも

のを想定しているというところで御説明させていただいたのではないかと思うのですけれ

ども、そういう意味では、従来の開発調査というものが割とぴたっと型にはまったような
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形でやっていたのだといたしますと、ＪＩＣＡとして、規模の観点ですとか、そういった

ところからもう少し柔軟に調査を打って、ＪＩＣＡが実際に行うその後の事業の形成に結

びつけていくという性格のものでございまして、必ずしも事前調査を外の方にお願いして

打つということを大前提としたプロセスにはなってございません。ただ、一方で、環境社

会配慮調査を行うためにはそのためのＴＯＲの作成等が必要でございますので、高梨委員

に御指摘いただきましたパラ３のところでは、カテゴリＡについては必ず、カテゴリＢに

ついては必要に応じて、現地の踏査とステークホルダーの意見収集を行って、ＴＯＲに反

映させて、環境社会配慮調査を行う、それから調査に先立ち環境社会配慮文書を確認する

ということで、必要な事項を定めておりまして、御指摘いただいたような従前の事前調査

だとこうなってこうなってと事細かく手続を定めるというところに適していないのです。

ただ、その中で、必要な環境社会配慮の手続、必要な部分というものをまさにきちんと過

不足なく入れさせていただきたいということで、例えばパラ３には今申し上げましたよう

な内容を入れております。 

 それから報告書につきましては、基本的に真ん中の列にあります今のＪＩＣＡの環境ガ

イドラインと同様に、例えば最終報告書ですと、１４ページの一番下に「最終報告書を完

成後速やかに」ということで、従前のガイドラインと同様の記載になっております。 

○高梨委員 どうしてそういう質問をするかといいますと、我々は現場で調査をする立場

なものですから、今やっている自分たちの調査がどういう調査なのかというのがイメージ

でつかめないと。要するに、今の調査の中で戦略的環境アセスメントをやる調査なのか、

それともＥＩＡに近いものをやるものなのか、それから、既にいただいた業務指示書の中

でＴＯＲがあれば、それを現場に入ったときに微調整するものであって、さらにもう一回

ＴＯＲをつくり直すものではないとかいうようなことで、従来のプラクティスの中でどの

ように注意したらいいのかということを我々みんなわからない状況なのです。ですから、

事前調査をかけるものもかけないものもあるということであれば、事前調査段階として、

例えば、すべてはかけないかもしれないけれどもかける場合はこうですというように、少

しわかりやすくしてもらえればいいなと。それは次の議論だろうと思いますけれども、若

干判然としなかったところがあったものですから質問させていただきました。 

○原科座長 では、これは手続で大変大事なところですので、今後さらに議論して中身を

確定したいと思います。 

 吉田委員、どうぞ。 
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○吉田副座長 確かに日本のＯＤＡにいろいろな人が関与しているわけですけれども、こ

のガイドラインをガイドしなければいけないので、だれを頭にだれをガイドするつもりの

ガイドラインなのというクエスチョンが出てくる。私の理解では、前半の部分はみんなが

共有すべき理念とか基本的なコンセプトとか行動規範とかそういうものが来て、Ⅲになり

ますと、だれが使うときに使いやすいのかという視点からの書きぶりをする必要がある。

それが今の高梨委員の指摘だと思うのです。ですから、オペレーションの側になられるＪ

ＩＣＡスタッフという意味での記述とコンサルタントで契約してやっていただく方のガイ

ドラインが混ざっている感じで、ちょっと使い勝手が悪いのかなという気がするので、特

にⅢに関しては使い勝手優先の考え方で整理した方がいいかなという印象を持ちました。 

○原科座長 ありがとうございます。 

 そうすると、Ⅲに関してはそういった観点からもう一回見直すようなこともして議論し

ないといけないかもしれないですね。 

 ほかにございますでしょうか。 

○清水委員 関連してなのですけれども、私の記憶違いでなければ、メールできょうの委

員会の案内をいただいたときに、協力準備調査に関するこれまでの実施状況みたいなもの

について教えていただくということだったと思うのですけれども、それはどのようになっ

ていますでしょうか。 

○原科座長 それは今やってしまった方がいいかな。ここでやりましょうかね。 

 では、いろいろ調べて準備をしていただきましたので、この段階で提供できる情報をお

願いいたします。 

○事務局（天田） 今、清水委員から御指摘ございました点、特に座長から、協力準備調

査のここまでの状況がどうなんだというところで御指示いただいていたところでございま

す。 

 １つは、１０月以前に開始しました調査は、協力準備調査ということではなく、たくさ

んの調査が例えば従来の開発調査というようなことで続いているものがございます。協力

準備調査ということで参りますと、１０月以降に実施を決定して始まっているもので、必

ずしも環境社会配慮面についてこういう感じになってきているということで御報告できる

ような具体的な進捗としては余りなっていないところがございます。例えば、カテゴリＡ

ということで分類されたものの中で、実際にスコーピング案の検討をして審査会等で御議

論いただくところまで進んだものはまだないところでございます。それで数を整理して御
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報告をと思っていたのですが、件数のところで紙でお出しするには正確なところをいろい

ろ確認するところがございまして、きょうのところは概数を口頭で申し上げさせていただ

きたいと思っております。 

 およそ１８０件程度の調査を２０年度に実施決定させていただいてございまして、その

１８０件のうち約６０件程度が協力プログラム、協力シナリオの方になってございますの

で、実際にプロジェクトの形成を図っていくものは約１２０件になってございます。この

１２０件のうち、カテゴリＡになっておりますのが４０件程度でございますので、大体１

／３ぐらいがカテゴリＡ案件に該当して、より慎重な環境社会配慮をやって今後調査が進

んでいくことが見込まれているような状況になってございます。 

 きょう御報告できるのは以上でございます。 

○原科座長 ありがとうございました。 

 今の御報告で何か御質問ございますか。この段階ではまだカウンティングの作業が終わ

っていないので、概数でございますけれども。 

○清水委員 ありがとうございます。今の数字は参考になりました。 

 ただ、このガイドラインを検討する上でもう１つ重要な要素は、個別プロジェクトの１

２０件の各プロジェクトに関する協力準備調査の中身、例えばほとんどＭ／Ｐ＋Ｆ／Ｓだ

ったのか、プロ形が多かったのか、Ｆ／Ｓがほとんどだったのかとか、あるいは以前のＳ

ＡＰＲＯＦがほとんどだったのかとか、以前は、大体こういう類型があるということで教

えていただいたと思うのです。３．１．２を考えるときに、実際の協力準備調査でどうい

う段階のものがどのように実施されているのかということを御参考までに教えていただい

た方が考えやすいのかなと思いました。 

○事務局（天田） 改めて概数で恐縮ですけれども、たまたま２０年度の下期という要素

はあるかと思うのですが、有償のプロジェクト形成ということで開始したものが多くなっ

てございまして、プロジェクト形成の補完的なものも含めて７０件程度になってございま

す。うち、ＪＢＩＣ時代ですとＳＡＰＲＯＦと呼ばれていたものが１０数件になると思い

ますので、ＪＩＣＡになりまして有償のプロジェクトの形成をフルに行っていくような形

のものが５０～６０件程度の形で先ほどの１２０件のうちを占めてございます。あとは、

プロジェクト形成の技術協力、プロジェクト形成の無償が２０数件ずつぐらいの感じで、

合わせると１２０ぐらいになろうかと思います。 

○清水委員 ということは、今のところ、以前御説明いただいた、協力準備調査とはこう
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いうものである、例えばというふうに御説明いただいた４つの事例以外には協力準備調査

は実施されていないということですか。つまり、Ｆ／Ｓ、ＳＡＰＲＯＦ、無償の事前、プ

ロ形だったと思うのですが。 

○事務局（天田） そうですね。あとは、先ほど協力プログラムの形成が６０件程度ある

と申し上げましたが。 

○原科座長 シナリオという方がわかりやすいですね。プログラムというと混乱してしま

う。 

○事務局（天田） 基本的には、先ほど定義のところで申し上げましたように、協力プロ

グラムの形成またはプロジェクトの形成を行うのが協力準備調査でございますので。 

○原科座長 それは、今の段階でいくとどうなるのでしょう。事前調査云々とか、いろい

ろ御質問がありましたね。マスタープランからフィージビリティスタディまで、いろいろ

御質問いただいたのですが、そういう段階別に整理はまだできていないですか。 

○事務局（上條） 私の理解なのですけれども、まだ理解がさまざまなところがあるとは

思うのですが、これはフィージビリティスタディが大半だと理解しています。この調査は

そもそも案件形成するためのものですので、マスタープランというものは基本的には含ま

ないという理解なのです。Ｆ／Ｓをするに当たって、そのＦ／Ｓよりもちょっと前の段階

のものもやるということはありますけれども、それは非常に少ないと理解しています。 

○事務局（天田） 以前の御議論の中で御説明しておりましたのが、Ｍ／Ｐ＋Ｆ／Ｓとい

う形態はあるだろうと。協力準備調査で単独でマスタープランを実施することはございま

せん。単独でマスタープランというと、これはプロジェクトの形成ではなくて…… 

○原科座長 プログラムの方になるのですか。 

○事務局（天田） プログラムといいますか、どちらかといいますと開発計画調査型技術

協力の方で、当該国の長期的な計画をつくることを技術協力として協力いたしますという

のが基本的にマスタープランになってまいりまして、今、上條から申し上げましたように、

もう個別のプロジェクトの形成を念頭に置いた中で、中にはマスタープラン部分を一部上

流のところを行って、さらにプロジェクトの形成を進めるという形で調査を行うＭ／Ｐ＋

Ｆ／Ｓという型が想定はされております。 

○原科座長 ですから、そのＭ／Ｐ段階なのかＦ／Ｓ段階なのかで違ってくるではという

質問ですね。Ｍ／Ｐ＋Ｆ／ＳのときはＭ／Ｐから始めるのでしょう。その段階でスタート

した場合とＦ／Ｓからスタートする場合は違ってくると思いますので、その辺の御質問。
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私もその辺がちょっと気になるのです。事前の調査、本格調査、いろいろな組み合わせが

あるでしょう。 

○事務局（上條） ですから、マスタープランから始める場合は、３．１．２の順番から

いくと、１、２、３、４と順番に…… 

○原科座長 ４ですよね。 

○事務局（上條） そうです。４に書いてあるのです。ですから、マスタープランを含ま

なくて、Ｆ／Ｓ段階からやるものであれば、この４はスキップしてもらえばいいと思うの

です。２、３から５に行く。 

○原科座長 おっしゃっていることはわかります。だから、その段階ごとに整理して書い

たらいいのかなという感じがしますけれど。 

○事務局（上條） ただ、協力準備調査というのはある程度包括的に、余り細かなことま

で定めない、それは調査ごとにケース・バイ・ケースで判断すると理解していますので、

まとめて記載したのですけれども。 

○原科座長 そうすると先ほど吉田先生がおっしゃったようにガイドラインとしてはちょ

っとわかりにくくなってしまうのかなという心配があるので、うまく整理できないかなと

いうことです。整理するというのは、つまり、いろいろな場合があって、そのうちのどれ

かでしょう。だから、ここから見ればわかりますよとなればいいのです。これを全部書い

てあると、どれがどれに対応するかわからなくなってしまうおそれがあるということだと

思いますけれども、そんなことはないですか。 

○事務局（上條） ですから、以前の事前調査段階とか○○段階と書いてあったのと比べ

ると、ほぼここが相当するのだろうというところは、例えばパラ３のあたりは事前調査の

ことだろうと。実施に先立ちと書いてありますからね。まあそうだろうと思っていただけ

ればいいとは思うのですけれども、これを○○段階、○○段階とは書かない方がいいので

はないかと理解しています。 

○原科座長 ただ、プロジェクトサイクルという概念で言うと、段階をきちんと示した方

がいいような感じがしますけれども、そんなことはないですか。 

○事務局（上條） プロジェクトサイクルで言うと、ここは準備段階のことなのですけれ

ども。 

○原科座長 マクロで言えばですね。だけど、それをもうちょっとブレークダウンした段

階というのはあるでしょう。計画というのはそういうものだと思います。私は計画の研究
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をやっているので。 

○事務局（上條） 計画という観点で申し上げさせていただきますと、まさに協力準備調

査という１つの大きな概念の中で、中には小さい調査もございますし、大きい調査もござ

います。大きい調査の場合には、実際に現地で職員が先ほどのような事前の確認の部分を

行って、ＴＯＲを作成して、実施させていただくケースもございますし、その部分を外部

のコンサルタントさんにお願いしてやっていただくケースもございます。調査自体のマニ

ュアル的な意味からしますといろいろなことを書かないといけないと思うのですけれども、

一方で、この環境ガイドラインの中で環境社会配慮としてどういったところを定めていた

だくか、まさにその目的の中で過不足なく記載するのが適当ではないかと考えているので

すけれども。 

○原科座長 その考え方は全くそのとおりです。要するにわかりやすくするにはどうした

らいいかというのが私としてお願いしたいことなのです。 

○高梨委員 もう１つ我々がこれで困るなと思うのは、調査する以上は相手のカウンター

パートに説明しなければいけないのです。要するに、今自分たちのやっている調査がこの

環境ガイドラインのどこに相当しているのか、だから必要なデータなり何なりを提供して

ほしいとか、現地でステークホルダー協議なんかをやってほしいと。いろいろなことを書

いてあって、協力準備調査を柔軟に実施しようということで、事前調査、マスタープラン、

Ｆ／Ｓ、それからＳＡＰＲＯＦ的なものも全部総合した非常に柔軟ないいスキームにした

わけですけれども、今度実際にそれを適用するとなると、やはり相手側にもそれなりに具

体的に説明する必要があるときに、現在の調査はこれとこれが関係あるかなというところ

で、なかなか我々現場で説明しづらいところがある。要するに、今はこの段階です、だか

らこういうことが必要なのですというようなことがあった方がいいということの背景の質

問だったのですが。 

○事務局（天田） いわゆる本格的な調査をやっていただく際の、そこに至るところとし

て事前の調査を送るのか送らないのかみたいなところは若干バリエーションがあり得るの

かもしれませんけれども、本格調査というところで申し上げさせていただきますと、そこ

はある意味従来と同様の形で行われるところになってまいるかと思いますので、まさに仕

様書等をごらんいただくと、そこは極めてクリアではないかなと思っているのですけれど

も。 

○高梨委員 仕様書はきれいにしてもらわないと困りますけれども、環境ガイドラインを
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先方に説明するとき、この調査はどの部分ですよと説明するときに、頭を抱えてこれとこ

れとこっちかなというようなことでは、相手がわかりにくいだろうなと。やはりこれが皆

さん調査団から出てくる懸念事項なのです。 

○事務局（上條） 高梨さんの今の御懸念ですけれども、コンサルタントの方が今まで言

う本格調査を行うということであれば、その部分はパラグラフで言うと１４ページの一番

上のパラ５以降になってくると思います。もしマスタープランまで入るのであればパラ４

からということになると思いますけれども。これは一応環境アセスメントの手続のプロセ

スの順番に従って書いているつもりなのですけれども、スコーピングをやることとか、そ

こでステークホルダーとの協議を行うこととか、緩和策の案を作成することとか、概要検

討時の情報公開とステークホルダー協議は必要に応じてやるとかですね。ですから、ここ

は環境アセスメントのプロセスを書いているだけだという理解で、それはさまざまな調査

のスケジュールとかはあるとは思うのですけれども、それは考えていただいて、ただこの

順番は踏まえてくださいという趣旨です。 

○高梨委員 もう１つ補足的に言いますと、３．５の開発計画調査型という新しい調査制

度が出てきて、そちらの方では、要請、マスタープラン、Ｆ／Ｓときれいに書いてあるの

で、恐らくこれまで我々がおつき合いした途上国の多くはこういう形で理解していると思

うのです。要するに、マスタープラン、Ｆ／Ｓ、事前と。そうすると、今の我々の調査は

これではなくて協力準備調査なのですと説明しなければいけないのです。ではその中のど

れですかと。これはマスタープランだから１～４までで、その後は関係ありませんという

ことを、まず調査団である我々が理解するかというのが１つ、そしてそれを相手側に説明

しなければいけないということを考えると、やはり使い勝手のいいといいますか、わかり

やすいあれを工夫した方がいいかなと。恐らく私どもでこれを最初読んで、すっきり上條

さんのようにぱっと説明できるには、まずわからないと。 

○事務局（上條） 説明に伺います。来週にでも伺いますので。 

○原科座長 なかなか悩ましいですね。 

 では、これはまた議論することにして。ただ、これは質問がどんどん出てきてしまうお

それがあります。 

 ほかに御質問ございますでしょうか。 

○満田委員 クラリフィケーションと言いながら大分中身の議論も進行しているような気

がするのですが、１５ページの３．１．３の「補完型」についてです。今の御説明だと、
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この３．１．３は３．１．２の１つのバリエーションで、最終的には３．１．２と一本化

することも考えていらっしゃるという理解だったのですが、万が一これが独立して残って

しまうと仮定しての話で、この構成だと、３．１．１が協力シナリオ形成、３．１．２が

案件形成的なプロジェクトに関連したもの、３．１．３の補完型というのは何の補完型な

のかがちょっとわからないなという印象を持ちました。 

 それから、３．１．３の３の「十分な調査期間を確保し」という下線、これも統合され

てしまえば問題ないと思うのですが、確かにこういう議論がありまして、今も私どもとし

ては協力準備調査などの調査に十分な調査期間が確保されることは重視しているのです。

ですから、これは補完型のみならず、ほかの調査にもぜひ加えて―内容のコメントにな

ってしまって、何か特段の理由があるのでしょうかと聞こうと思ったのですが、意見にな

ってしまいました。済みません。 

○原科座長 では、ここでこういうことを強調している理由は何かという御質問ですね。 

○事務局（上條） この「十分な調査期間」のところですか。 

○満田委員 ここだけで書かれているのは何か理由があるのかなと思ったのです。 

○事務局（上條） それは、御指摘を受けたので、ここだけはちゃんと書こうと。ここだ

けではないのですけれども、ここはちゃんと書くという趣旨です。 

○原科座長 補完型調査のときは往々にして時間が足りなくなるので…… 

○事務局（上條） 補完型調査のところに非常にフォーカスされて御指摘を受けたので、

それはほかの調査でも十分な調査期間が必要だとは思いますけれども、ここには書いてお

いたと。皆さんちゃんと見ていただきたいと思って書いたということです。 

○満田委員 こちらのコメントの仕方が適切ではなかったかもしれないのですが、ほかの

調査についても必要だと考えています。 

○事務局（天田） 私どもとしましても、必要な調査期間、十分な調査期間をきっちり確

保するというのは、調査でしっかりとしたアウトプットを出していただくために当然のと

ころでございまして、それはやっていかなければいけないと。その中で、特にここについ

ては従前十分な期間が確保されていないのではないかという御懸念をお持ちだというとこ

ろで、ここは改めて。逆に、我々からすると、ここに書いてあってほかにない方が意味が

あるのかなと思ったところはあるのですけれども。 

○原科座長 全体で一貫して表現した方がいいということですかね。まとめればそうなり

ますね。３．１．３は３．１．２の一部というか、一緒にした方がいいという御意見をい
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ただきましたので、そのときに一括してそういうことだということで理解できればと思い

ます。これはまた検討しましょう。 

 ほかに御質問ございますか。御意見ではなく、御質問をお願いします。 

○清水委員 １６ページの３．２．１「環境レビュー」ですが、２パラで、「協力準備調

査を行わない場合は、要請受領後速やかにプロジェクトのカテゴリ分類を行い」というと

ころがあるのですが、この要請受領後というのは、新ＪＩＣＡになって運用上何を指すの

かということを教えてください。これは以前、ＪＢＩＣ時代に廿枝さんから、ＪＢＩＣの

ときはという御説明を受けたと思うのですけれども、新ＪＩＣＡになってこれがどういう

意味になるのかということを改めて教えてください。 

 それと、同じ２パラなのですけれども、２パラの下から２行目です。「環境レビュー前

には、より詳しい情報に基づくカテゴリ分類結果をウェブサイトで情報公開する」と書い

てあるのですけれども、現状のＪＢＩＣのガイドラインでは、運用上は少なくともカテゴ

リ分類結果だけではなく、事業概要、それからそのカテゴリ分類の理由が公表されていた

のです。今回のこれはカテゴリ分類結果だけと読めるので、それだけに限定してしまって

いるようなことなのか、ミスであってほしいと思うのですけれども、その辺を教えてくだ

さい。 

○事務局（杉本） ミスと言うとちょっと言い過ぎかもしれませんが、今公開しておりま

すカテゴリ分類結果及びその関連の情報ですけれども、この２でいきますと、「要請受領

後速やかにプロジェクトのカテゴリ分類を行いその結果をウェブサイトで情報公開する」

というところで公開するというつもりでいまして、ですので、タイミングをもう少し早く、

「速やかに」というところでできるだけ早く公開していくということで考えています。ボ

リュームを今から下げるとかという話ではありませんで、考え方は現状の公開内容と同じ

です。 

 あと、後段で「より詳しい情報に基づく」云々ということで書かせていただいています

のは、頭のところで「ＪＩＣＡが協力準備調査を行わない場合には」ということで、協力

準備調査がある場合、ない場合でできるだけ情報開示の格差を少なくしたいということで、

ここにもありますように、協力準備調査を実施する場合には環境レビュー前にその報告書

を公開する。一方、行わない場合には、全くイコールという形はなかなか難しいかと思い

ますけれども、現在公開していますカテゴリ分類結果プラスより詳しい関連情報を追加し

たものを第２段階ということで公開していくということで考えています。これは、以前、
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委員会の議論の中で、第１段階、第２段階―ちょっと言葉は正確に覚えていないのです

が―という形で、今出させていただいていますカテゴリ分類結果をもう少し早く出させ

ていただいて、プラスアルファ、もっと詳しいものを環境レビュー前に出していただきま

すからということで御説明させていただいたものがありましたけれども、それをこちらの

方にはそのまま残しているということです。調査をやる場合には報告書も出ますし、カテ

ゴリＡについては、先ほども御説明させていただいたように、環境社会配慮の審査会の中

で検討いただくような形で考えていますので、そちらはその制度の中で担保していけるの

かなと思っている次第です。 

○原科座長 よろしいですか。 

 そうすると、表現として、これは分類結果だけのように読めてしまうので、そういう表

現を工夫していただいた方がいいですね。 

 今のはよろしいでしょうか。 

 高橋委員、どうぞ。 

○高橋委員 クラリフィケーションなのですが、１４ページになります。パラグラフ６の

「ステークホルダー分析を踏まえて」という言葉遣いについてです。この言葉遣いが出て

くる箇所があと２カ所あって、補完型のところとマスタープランとあるのですけれども、

ステークホルダー分析ということは委員会の中でも議論して、それは特に弱い社会層とか

意識的に協議対象とすべきステークホルダーをきちんと含めていこうという文脈の中でこ

れがあったと思います。「ステークホルダー分析を踏まえて」という言葉遣いが使われて

いる場所と、使われていない場所、例えば現地ステークホルダーとの協議というところな

どですが、そこには何か意識的な違いがあるのでしょうか。 

○事務局（上條） 最初の現地ステークホルダーとの協議を行うときには「ステークホル

ダー分析を踏まえて」という表現にしているのです。例えばこの１４ページのパラグラフ

６の下線を引いているところにはそういう言葉を入れているわけですけれども、２回目の

現地ステークホルダー協議をするときには、最初にステークホルダー分析をしているので、

そこでまた「ステークホルダー分析を踏まえて」と書かなくてもよかろうと思いまして、

パラ９のところでは、「報告書案を情報公開した上で現地ステークホルダーとの協議を行

う」にしていまして、そこでは「ステークホルダー分析を踏まえて」という言葉は入れて

いません。もう１回目にしていますので、２回目に同じことをする必要はないだろうと思

いまして、２回目には入れていないということです。 
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○高橋委員 そうすると、例えばパラ３の「ステークホルダーからの情報・意見の収集」

というところは特にそういう分析は入らないということですか。 

○事務局（上條） ただ、この１３ページのパラ３はわざと「ステークホルダー」として

いまして、「現地」という言葉は入れていないのです。ここは最初に何らかのアイデアが

あって、プロジェクトのアイデンティフィケーションがあって、それについて情報を収集

するのだと思うのですけれども、ステークホルダー分析というところまではなかなかでき

ないんじゃないかという想定をしています。情報公開をいろいろするので、そこで国際の

事業の方なんかも含めていろいろな意見をもらうということはあるだろうと思います。た

だ、ここでステークホルダー分析までは行かないんじゃないかと思って、３は入れていな

いのです。 

○原科座長 よろしいですか。協力準備調査の前ですよね。「実施に先立ち」ですから、

その段階の情報なので、ステークホルダー分析までは入らないのでこういう格好にしてい

ると。 

○事務局（杉本） はい、実際にＴＯＲを固めていく段階ですので。ただ、そこでもでき

る限りいろいろな関係の情報収集等の努力はしたいということでこういった表現にさせて

いただいています。詳細な検討は、調査が始まって、調査団の方が作業をしていく中で詳

細に検討していくというような考え方で整理しています。 

○原科座長 ほかにございますでしょうか。 

○堀田委員 １９ページになりますけれども、３．２．３の「モニタリング及びモニタリ

ング結果の確認」について、今は内容の確認ということなのでこういう聞き方になってし

まうのですけれども、２項目目に、「モニタリング結果の確認に必要な情報は、適切な方

法により、相手国等より報告される必要がある」と。この先なのですけれども、「また、

必要に応じ、ＪＩＣＡが自ら調査を実施することがある」と書いてあります。これは具体

的にはどういうことを指しているのでしょうかというのが質問です。といいますのも、そ

れが果たして自明であるかどうか、例えばどういうときに必要性が明らかになって、だれ

がモニタリングをするかとか、その結果がどのように公開されるのかとか、審査諮問機関

等への報告云々があるのかないのかとか、そういったことが自明であればこういった表現

でもいいのかもしれませんけれども、そうでなければ、今後、もう少しガイドラインで規

定すべきことが出てくるのではないかというような議論にもなり得るかなと思っておりま

す。特に中間報告でモニタリング機能の強化がうたわれていますので、現状ですと旧ＪＢ
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ＩＣの文章をそのまま使っているわけですけれども、そのあたり、表現として過不足がな

いのかどうかということについて参考にさせていただければと思います。 

○事務局（杉本） 御指摘の点につきましては、適切な方法ということでは、今、大体、

環境レビューの際に相手国との間で、どういった形でモニタリング結果について―もち

ろんこれは環境社会配慮だけではなくて、ほかのいろいろな進捗の管理とかそういったも

のも含んでおりますけれども、フォーマット等々合意いたしまして、どういった頻度でそ

れを提出するかということをお互い約束しております。そういった形で報告される仕組み

なり形式なりを毎回協議しているのですけれども、そこでこの適切な方法というものを担

保していこうということで毎回やっているということになっております。 

 後段の「必要に応じ、ＪＩＣＡが自ら調査を実施することがある」ということでござい

ますが、ここは、そういった報告を受ける、また場合によりましてはそういった報告のみ

ならず、パラ３にもありますけれども、外部の方から情報なり御指摘なりということで、

例えば個別の案件について何か問題があって、それについてどう解決を図るかといった場

合に、現地からの、一義的には相手国が相手国の事業としてやるので、相手国からの報告

ということではあるのですが、それだけにとどまらない場合にはこちらから現地に赴くな

りして調査をやっていくということも必要に応じてちゃんとやりますよということをここ

で表現しているつもりでございます。結果の取り扱い等々につきましては、先ほどもあり

ましたように議論をいただければと思っています。 

○原科座長 では、この件はまた検討することにいたします。 

 あと５分しかございませんが、どうしてもきょうは目標のところまで行きたいと思いま

すので、恐縮ですけれども、多分あと１時間はやらないと終わらないと思います。１時間

でも足りないと思いますけれども、急ぎ足でⅢのところは２０分程度で終わらせて、あと

別紙がありますので、それから今後の進め方がございますので、最長１時間延長でお願い

してよろしいでしょうか。―では、１時間以内に終わるように。そういうことで、Ⅲの

ところもクエスチョンというかクラリフィケーションということでお願いします。 

 では、フロアの方、手が挙がっていますので。 

○一般参加者（田辺） ＪＡＣＳＥＳの田辺です。 

 同じ１９ページの３．２．３の「モニタリング及びモニタリング結果の確認」の３です

が、「第三者等から、環境社会配慮が十分でないなどの具体的な指摘があった場合には回

答する」と書かれていて、これはモニタリングのみに係っていて、その他のタイミングに
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おいてはこういった表現は入っていないのですが、何か全体に係らない理由があるのでし

ょうか。 

○事務局（杉本） 表現としましては、この委員会の議論の中でも特にこの箇所について

は指摘されて、その後のリアクションはどうなのかということで、きちんとここで回答い

たしますということで書いております。あと、案件の検討段階等々につきましては、こう

いった質問に対する回答のみならず、審査諮問機関ですとかほかのいろいろな制度も含め

て、同じようなものをどうやって確保していけるのかということを議論いただければと思

っております。ここに限った話ということで、モニタリングだけこういったやり取りをと

いうことではないのですが、ほかの段階においてはほかのやり方もあるだろうということ

で。 

○原科座長 それは検討しましょう。ほかの方法で結果として同じ効果があるかどうか、

ないのであればそこも改めて記載するというようなことを今後の議論で検討したいと思い

ます。 

 ほかに。 

○高見委員 済みません、私、都合があってこれで失礼しなければいけないので、今の点

についてもう１つだけ質問させてください。 

 関心は今のお二方の質問の点と全く同じで、さらにもう１つ、今まで余りきちんと議論

はあれでないのかもしれませんが、今のところの５で、「事態の改善が必要であるとＪＩ

ＣＡが判断した場合」というところに関して、この５自体が本当にワーカブルなものなの

か、何がしかもう少しここについての考え方の整理がないと、結局何もしないということ

になってしまうのではないかとやや思うところがありまして、これはまた改めて議論する

ということであれば特に今お答えいただく必要はないのですけれども、私としてはそのよ

うに問題意識を持っておりますということだけ申し上げたいと思います。 

○原科座長 これは、議論はまた先ということで、簡単にお答いただきます。―いいで

すか。それでは、議論するということにしましょう。 

 どうぞ、中川さん。 

○小林委員（代理：中川） 済みません、私もそろそろ失礼させていただかなければいけ

ない状態なので、今後の進め方について教えていただきたいのですけれども、きょうとい

うのがこのⅠ、Ⅱ、Ⅲと…… 

○原科座長 きょう４時でだめな方は、１人、２人、３人、４人。それでは、今後の進め

 50



方を先にやってしまいましょう。 

○小林委員（代理：中川） きょうはⅠ、Ⅱ、Ⅲと別紙というところまで確認の全部をお

さらいして、それで次回以降はどのように。グループ分けみたいな、例えばⅠの「基本的

事項」に１回充てるというような感じの、どういうボリュームとタイムフレームで進めて

いくのかということ。 

 それから、今後の日程として５月１日、２９日、６月上旬、中旬と書かれていますけれ

ども、６月下旬は予定されていないのかとか、いろいろ御都合があってこういう具体的な

日取りも書かれていると思うのですけれども、そこのところについてもうちょっと詳しく

御説明いただければと思います。 

 最後に、７月にパブリックコンサルテーションということですけれども、これもおしり

が切られていて、それが前倒しになったり後ろに延びたりという可能性はどの程度あるの

かというあたりを立ち去る前に教えていただければと思います。 

○原科座長 どうもありがとうございます。もう４時になりましたので、今のことにお答

えしなければいけないと思います。 

 まず進め方でございますが、きょうとにかくクラリフィケーションを行いまして、あと

は議論の段階でもクラリフィケーションはありますから、きょうはさっとやっておくとい

うことになります。そして、次回は序とⅠの「基本的事項」を、１回で終わるかわからな

いですけれども、やってみたいと思います。ある程度時間を区切ってやっていって、一通

り終わってもう一回振りかえるようなことがあり得るということで、なるべく先へ進める

ようにしたいと思っております。ということで、きょうは順番に区切って御説明いただき

ましたので、できればそれぞれ区切った単位を１回ないし２回で進めたい。１回で終われ

ば大変ありがたいのですけれども。ただ、Ⅲのところは１回では無理かもしれないですね。

だから、最初の部分の序及びⅠに関しては１回、Ⅱもできたら１回、Ⅲは２回ぐらいかも

しれないですね。そんな感じでトータルで４～５回でまとめて、最後にもう一回もとに戻

って全体を見直すというようなことで、５～６回で終えることができれば、５月、６月の

日程の中でそういう回数の会議を開くことができれば、７月からパブリックコメントに入

れるかなと。これはかなり希望的観測で、そのようにうまくいくのかわからないのですけ

れども、そんなことを考えております。今回はこのような形で現行のガイドラインとの対

比ということで示していただきまして、きょう御説明をいただいても、半分ぐらいはスム

ーズにいくような印象がありました。ただ、手続のところはなかなかわかりにくい、特に
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協力準備調査はわかりにくいところがございますので、この辺は手間がかかるような印象

を持っておりますけれども、希望としてはそういうことです。 

 それから、おしりが切られているかということに関しましては、できるだけ早くこのガ

イドラインをつくらなければいけないので、特にこうしろという強い明確なものはないの

ですけれども、これは我々の責任もございますので、秋、９月、１０月ぐらいにはけりが

つくようにしたいと希望しております。ただ、これも無理してやっても困りますので、若

干タイミングが動くかもしれませんけれども、余り遅くなってもまずいと思いますので、

９月、１０月を目標に進めさせていただきたいと考えております。 

 事務局から何かほかに補足はございますか。 

○事務局（杉本） とりあえず、次回、次々回の日程につきまして…… 

○原科座長 その前に、補足として、後ろが切られているかどうか、私もその辺はよくわ

かりません。むしろＪＩＣＡの御都合は。これまでは大体そんな感じでいいような感じを

持っていたのですけれども、今みたいなことでいければ大丈夫だろうと考えてよろしいで

すか。これはどなたにお伺いすればいいですか。渡辺さんから。 

○事務局（渡辺） 私どもとしては、十分御議論いただいてということですので、後ろを

切るつもりはございません。 

○原科座長 ですから、我々としてもできるだけ早く上げたいけれども、だからといって

急げということではない、議論をしっかりやってもらいたいということでございます。 

 中委員、どうぞ。 

○中委員 中でございます。 

 そのパブリックコメントの期間はどの程度を御予定されているのでしょうか。 

○事務局（杉本） まだ厳密には決めていないのですが、新ＪＢＩＣの場合、たしか１月

半パブリックコメントの期間を設けたということで、これと同等か、もしくはそれに近い

期間は必要だろうと思っております。 

○中委員 ありがとうございます。 

 その後の段取りは如何でしょうか。１カ月半でパブリックコメントをもらった後はＪＩ

ＣＡさん内の手続に進まれるということでよろしいのですか。 

○原科座長 それで急いでいるのです。パブリックコメントをいただいて、１月半ほどた

って、御意見を整理しまして、それに対して対応を決めまして、事務局でつくっていただ

いて、それに対する対応がこれまでの議論とうまく整合しているかどうか、またこの委員
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会で公開で議論して決めていく。それが一番トランスペアレントだと思いますので。その

タイミングが必要なものですから、７月にパブリックコメントがスタートしたとしても、

最終的には９月か１０月になるだろうと、そのようなことになっております。 

 ということで、今の件は大体よろしいでしょうか。 

 それでは、そういうことで、次回をもう決めておきましょう。次回は５月１日、金曜日、

午後１時～４時ということでお願いしたいと思います。それから５月１１日、これも会場

が取れたということでございますが、午前９時半～１２時半。 

○事務局（杉本） 次回、次々回につきましては、ＪＩＣＡの竹橋の９階の講堂を場所と

して押さえております。 

○原科座長 以前のＪＢＩＣの本店ですね。今はＪＩＣＡとＪＢＩＣの。 

○事務局（杉本） ええ。新ＪＢＩＣの本店及びＪＩＣＡの本部、竹橋の９階の講堂でご

ざいます。 

○原科座長 それから、２９日は午後３時半～６時半を予定したいと思っておりますけれ

ども、これは場所が難しかったので、日程を変えますか。 

○事務局（杉本） 場所をＪＩＣＡ内で当たったのですが、どこも既に……。 

○原科座長 ２９日は物理的に場所が取れないので無理で、２９日のかわりにほかの日に

ということになりますが、もしこの段階でその先まで日を選べれば選んだ方がいいですか。

例えば２８日の午後３時～６時ぐらいというのはどうでしょう。私はその日は午前中沼津

へ行っていますが、お昼過ぎには帰れるようにしますので、３時ぐらいには間に合うと思

います。２時か３時。安全を見ると３時。３時～６時でもよろしいですか。あるいは２時

～５時の方がいいのかな。２時だとちょっときついかな。では、３時～６時でお願いして、

場所を探してください。２８日。 

○事務局（杉本） はい。では、場所は事務局の方で確認させていただいて、後ほど皆様

にメールでお知らせいたします。 

○原科座長 ということで、当面３回分はこのようなことで決めさせていただきます。 

 では、一区切りつけます。どうもありがとうございました。時間のない方はここでとい

うことで、あと１時間延長させていただいて残りを進めたいと思います。 

○吉田委員 私もすぐ出ないといけないので、最後に、ちょっと気になったところを。 

 中間報告では戦略的環境アセスメントに結構重点が置かれていたと思うのですが、今回

の案では２カ所にそれが出ていまして、当然マスタープランのところでも戦略的環境アセ
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スメントの考え方を反映させるという、ちょっと弱いんじゃないかという印象があって、

現実にはＳＥＡがかなりいろいろなところで行われ始めていますから、もうちょっとエン

カレッジするような言い方にできないかと。意見になってしまったけれども。 

○原科座長 どうもありがとうございます。私も同じようなことを感じておりまして、こ

れは時間が足りないので、議論したいと思いますが、おっしゃるとおりでございます。 

 どうもありがとうございます。 

 それでは、Ⅲのところで、クラリフィケーションという点でほかに御質問ございました

ら、お願いいたします。 

○満田委員 ２０ページの３．３「無償資金協力」の３．３．１「環境レビュー」の

（１）「カテゴリＡプロジェクト」の３ですが、「ＪＩＣＡは、相手国等から提出された

報告書と必要に応じて行う現地調査で得た情報を用いて環境レビューを行う」となってい

ます。ここは有償資金協力と微妙に違っていまして、有償資金協力の方は、１７ページの

３ですが、「ＪＩＣＡは、相手国等から提出された環境アセスメント報告書等を用いて環

境レビューを行う」。要は環境レビューのよりどころの書き方が違っているのですが、こ

こら辺は何か御検討があっての上でしょうか。 

○事務局（上條） 済みません、これは確認いたします。たくさんコメントがあったりい

ろいろしていたので。考え方は有償と同じ考え方なので、確認させていただきます。 

○原科座長 ほかにございますでしょうか。―よろしいでしょうか。 

○高梨委員 ２４ページの５で、これはミスだろうと思うのですけれども、下線の後に

「環境社会配慮調査を相手国等と共同で行い、環境社会影響を回避・軽減するための」

云々とあるのですけれども、ここでは「共同で行い」という用語が入っているので、どう

してかなということの質問です。 

○原科座長 現行のものをベースにしたので、その文章が残っているということではない

のかな。 

○事務局（上條） この「共同で」を抜いているところもいっぱいあって、どこは使って、

どこは使わないかということですけれども、考え方は、相手国等が主体だと判断できると

ころは「共同で」という言葉を外していまして、一緒にやるのであろうというところは残

しているという理解なのです。そういう考えで「共同で」を外したり残したりしています。

ですから、このパラ５で「調査を相手国等と共同で行い」というのは、ここは共同かなと

いう理解で残しているのですけれども。 
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○高梨委員 というのは、５ページの「ＪＩＣＡの責務」の３がありますね。そこでは

「共同で」というのは省いてあるのです。内容的には環境調査を行いということで、余り

違いが見えないように思ったものですから。 

○事務局（上條） では、そこももう一回見直します。 

○原科座長 ただ、「共同で」というのは、現行のガイドラインをつくるときに大分議論

して入れたように記憶していますので、こういう表現は慎重に議論した方がいいと思いま

す。 

○事務局（上條） 済みません、今ちょっと勘違いしてしまったのですけれども、２４ペ

ージの高梨さんのおっしゃるところではなぜ残っているのかといいますと、ここは開発計

画調査型技術協力だという趣旨なのです。今までやってきた開発調査とほぼ同じようなこ

とをやる。だからここは支援の色が強いところだというところで、「共同で」が残ってい

る。ちょっとわかりづらいところはあると思うのですけれども、そういう趣旨です。 

○原科座長 だから、むしろここは原則として残さないとおかしいということになります

かね。 

○事務局（杉本） 技術協力としてやっている部分ということですので、現行のガイドラ

インの表現をそのまま持ってきているという形です。 

○原科座長 では、ほかの部分の、協力準備調査段階をどう扱うかとか、そういうことは

残っていますね。 

 では、この辺もまた議論いたします。 

 ほかにⅢの部分はよろしいでしょうか。 

 では、先へ進めさせていただきます。 

 別紙について御説明いただきます。 

○事務局（上條） ２７ページですけれども、まず別紙１「対象プロジェクトに求められ

る環境社会配慮」、ここは現行のＪＩＣＡ・ＪＢＩＣとも非常に似た文章がありますので、

合体させています。備考のところにありますけれども、労働環境（労働安全含む）、生態

系及び生物相の項目、非自発的住民移転と先住民族の記載を強化というところを加えてあ

ります。ですから、２７ページは現行のＪＩＣＡ・ＪＢＩＣと同じ表現でして、２８ペー

ジは、「対策の検討」のパラ２のところも旧ＪＢＩＣのをそのまま使っています。変わっ

ているところは、「検討する影響のスコープ」のパラ１の最後に「労働環境（労働安全含

む）」というのが加わっています。「法令、基準、計画等との整合」は変わっていません。
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「社会的合意」も変わっていません。「生態系及び生物相」というところが加わっていま

す。「非自発的住民移転」は、一部パラ２に再取得価格のことが記載されています。３０

ページですけれども、パラ３の後半部分ですとかパラ４が追加になっています。「先住民

族」も下線のところが追加になっています。３１ページですけれども、「モニタリング」

のところは変更がありません。 

 別紙２ですけれども、ここも現行のＪＩＣＡとＪＢＩＣのものを踏まえています。違う

ところは、真ん中の現行のＪＩＣＡで言えば、下線を引いていますけれども、林業、水産

業、観光、ＪＢＩＣで言えば、（２０）の林業、植林、（２１）の観光を例示の一覧から

取りまして、あとは、３１ページの左側の例示の（２）ですけれども、パイプラインを加

えている。これは過去の運用の中で現状に即した修正ということです。３２ページですけ

れども、「影響を及ぼしやすい特性の例示」以降は特に変更はございません。両方のガイ

ドラインを踏まえています。 

 別紙３「スクリーニング様式」、ここは現行のＪＩＣＡとＪＢＩＣのものを踏まえてい

るのですが、主に現行のＪＩＣＡのものを踏まえていまして、対比していただくとわかる

のですけれども、一部現行のＪＩＣＡにあって記載が落ちている部分があります。その理

由は、スクリーニング様式ですのでカテゴリ分類に必要な項目にしたということと、要請

書なりレポートを読めばわかるところは外したという趣旨です。３３ページを見ていただ

くと、現行ガイドラインにあるところですけれども、セクターの部分、ここはチェックを

入れてもらうところですけれども、そこを落としていまして、あとは２－３、２－４、２

－５、２－６というあたりを落としています。３４ページですけれども、ここは基本的に

現行のＪＩＣＡのガイドラインに書いてあることを踏まえています。３５ページですけれ

ども、環境社会影響をマークしてもらうところがあるのですけれども、ここは落としてい

ます。３６ページですけれども、下線を引いています項目１０、有償資金協力の場合と書

いてあるところがあるのですが、これが加わっています。あとは、情報公開と現地ステー

クホルダーとの協議のところは残してあります。 

 別紙４ですけれども、ここは現行のＪＢＩＣの様式を使っていまして、変更点は、３７

ページですけれども、協議というところです。協議会の記録。その後の括弧書きのところ、

下線を引いてありますが、この括弧書きの部分を追加したということです。 

 別紙５のチェックリストのところですけれども、ここは現行のＪＢＩＣの表現を使って

いまして、備考に書いてありますが、あとは３８ページの４「社会環境」の下の方に「労
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働環境（労働安全含む）」が加わっています。 

 別紙６「モニタリングを行う項目」ですが、ここは現行のＪＢＩＣの表現をそのまま使

っています。 

 以上です。 

○原科座長 どうもありがとうございました。 

 これに関して御質問ございますでしょうか。 

○中山委員 ２９ページの「生態系及び生物相」が新しく入っていまして、これは入って

当然だと思うのですが、お聞きしたいのは、これが入った理由と、これは中間報告書の反

映なのですか。ちょっと私は確認できなかったのですが。むしろ今まで入っていないのが

不思議なぐらいなのですが。 

○事務局（上條） 「生態系及び生物相」はＪＢＩＣの今のガイドラインの文章を参考に

させてもらっています。 

○事務局（杉本） 新ＪＢＩＣと中間報告の内容と両方踏まえて。 

○中山委員 新ＪＢＩＣの方ですか。失礼しました。 

 ＪＩＣＡの旧ガイドラインではなぜこれが入っていなかったのですかね。 

○事務局（杉本） ちょっと今は……。申しわけありません。 

○中山委員 ちょっと気になっているのですが、私が今回の委員をお受けするときにかな

りびっくりしたのは、今までの環境ガイドラインの議論が社会の方にかなり偏っていて、

自然の方が少ないなという気がしていたのです。ボリューム的にも。私は国内の公共事業

の環境業務を担当していたときに、ほとんどが自然環境の話だったのです。どうもそちら

の方の話が少なくて、私は初めの頃私がいるのは場違いかなと思っていたぐらいだったの

です。ですから、ここがふえるのは非常にいいことだと思っているのです。意見ではなく

て確認ですが。だから、そういった意味では中間報告書を反映していただいたということ

ですね。それと新ＪＢＩＣのモノを反映していただいたということですね。それでよろし

いですね。 

○事務局（杉本） はい。 

○中山委員 ありがとうございます。 

○原科座長 ほかにございますでしょうか。 

○満田委員 現行ＪＩＣＡガイドラインの別紙４に「連携Ｄ／Ｄ以外のＤ／Ｄのカテゴリ

Ａ案件のための環境影響評価報告書」という別紙がついているのですが…… 
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○原科座長 何ページですか。 

○満田委員 現行ＪＩＣＡガイドラインです。お手元にある方は３３ページなのですが、

現行ＪＩＣＡガイドラインの別紙のうちの１つに「連携Ｄ／Ｄ以外のＤ／ＤのカテゴリＡ

案件のための環境影響評価報告書」…… 

○原科座長 皆さんこれしか持っていないから、それで言われてもわからないと思います。

これで参照してください。 

○満田委員 この資料には入っていないので、現行ＪＩＣＡガイドラインの別紙４に当た

るものは本文中で特段リファーされていないから割愛したというか、そういう理解でいい

のか、何かそこら辺について。 

○事務局（上條） 別紙４に「連携Ｄ／Ｄ以外のＤ／ＤのカテゴリＡ案件のための環境影

響評価報告書」というのが、それはそもそもＪＢＩＣの今の環境アセスメント報告書とほ

とんど似ているものなのですけれども、それをつけているのです。 

○原科座長 それは今回は外してしまっています。 

○事務局（上條） ＪＢＩＣのを踏まえればよかろうと思って特につけなかったのですけ

れども。 

○満田委員 単なる確認です。 

○原科座長 ほかにございますか。―よろしいでしょうか。 

 それでは、一通り目を通していただいたということで、全体で質問し損なったことがも

しあればお願いしますけれども、よろしいでしょうか。 

 では、きょうの目標を達成しましたので、ここまでにいたします。 

 

（２）第２４回委員会について 

 

○原科座長 次回のことを改めて確認いたしますが、５月１日になります。場所は竹橋の

ＪＩＣＡの本部です。午後１時～４時までになっております。そのときには、先ほど申し

上げたようなことになりますけれども、序とⅠの「基本的事項」について、できればその

回で一通り終わらせたいと思います。本当にそこまで行くかどうかわかりませんけれども、

そのように進めたいと思います。そのために準備をお願いしたいのは、できたらきょうの

議論で少し質問があってクリアにしておいた方がいいという明確なものは少し文章を直し

ていただいた方がいいと思います。その方が早いのではないかという感じがします。 
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○事務局（上條） そうしますと、次回はこれに手を入れたものを出した方がいいでしょ

うか。それとも、まだ手を入れないで議論した方がいいでしょうか。 

○原科座長 まだ入れない方がいいかな。どうでしょう、皆さん。むしろ、それぞれから

こういう文案と出していただいた方がいいかな。もし意見があれば。こうしてはどうかと

いうような。 

○事務局（上條） もし可能であれば、どこの部分を特に議論するかというのを教えてい

ただくと、こちらも準備がしやすいのですけれども。 

○原科座長 どこの部分を議論するかというのはこれからのことで、わかりません。ただ、

きょうの質問の中で、クラリフィケーション段階で、文章を変えてきちんと書いた方がい

いのではないかというのが何カ所かありましたので、そういうところだけという意味です。

だから、その辺の案でもあれば示していただいて、これはいじらないようにしましょうか。 

○事務局（上條） そうしますと、これを修正するのではなくて、これとは別に、きょう

議論のあったところで、こういう表現はどうだろうかというのをつくればいいということ

ですね。 

○原科座長 それでいいと思います。そうしていただいた方がスムーズにいくと思います。

その上で、皆さんも、ここで議論する論点に関して、ここはこうした方がいいというのが

あれば、資料を用意しておいていただくとスムーズにいくかと思います。そのように進め

たいと思います。―よろしいでしょうか。 

 それでは、きょうはここまでにいたします。どうも御協力ありがとうございました。 

 

午後４時２９分 閉会 

 


